
　消費税率を２０１４年４月に８％、１５年１０月に１０％に
引き上げる関連法案が３月３０日、閣議決定され国会
に提出された。法案を巡って民主党の事前審査は
延々と紛糾が続き、前原政調会長が３月２８日未明に
会議を打ち切るかたちで意見集約を終えた。反発す
る党内からは役職辞任する議員が続出、連立与党の
国民新党も党を割ることとなった。
　また、３月３０日には短時間労働者への被用者保険
の適用を拡大する年金機能強化法案も国会提出さ

れ、１６年４月からの適用で対象者は約４５万人とされ
ている。一体改革関連法案の動きでは、国保改定法
案が４月５日の参院本会議で可決、成立。４月６日
付で公布と同時に施行された。後期高齢者医療制度
の廃止法案については「白紙撤回」との報道がされ、
それを厚労相が打ち消す場面もあり、目途はたって
いない。
　一方、４疾病５事業に「精神疾患」を加えた「５
疾病５事業および在宅医療」の観点から作成指針を
見直すなどの、新医療計画（１３年度～１７年度）を策
定するための作成指針が３月３０日に通知された。
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今月の主な動き

※太字は一般参加の行事、詳細は後掲３３～３６ページ
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※「ルームＡ、Ｂ、Ｃ」、「応接室」及び「アミス」は京都府保険医協会事務所内の会議室の名称です。

場　　所開始時間行　　　事
登録会館大ホール午後２時九条の会アピールを支持する京都医療人の会総会

６月９日土
ルームＡ・Ｂ・Ｃ午後２時専門医会長との懇談会
国立京都国際会館アネックスホール午後１時３０分第３９回医療研究全国集会 in 京都６月１５日金
京都大学内ほか午前９時３０分第３９回医療研究全国集会 in 京都６月１６日土
国立京都国際会館アネックスホール午前９時３０分第３９回医療研究全国集会 in 京都６月１７日日
ホテルグランヴィア京都午後１時第６５回定期総会７月２９日土

今
後
の
予
定

場　　所開始時間行　　　事
午後２時定例理事会・部会８日火

ルームＣ午後２時医院・住宅新（改）築相談室９日水
ルームＡ午後２時保険審査通信検討委員会１１日金
ルームＡ・Ｂ・Ｃ午後２時新しく医療機関に勤めた方のための講習会１５日火
ルームＡ午後２時保険講習会Ｂ

１６日水
ルームＡ午後７時医事担当者勉強会
ルームＣ午後１時ファイナンシャル相談室

１７日木
ルームＡ・Ｂ・Ｃ午後２時新しく医療機関に勤めた方のための講習会
応接室午後２時法律相談室
アミス午後２時雇用管理相談室
ルームＢ午後２時手話サークル１８日金
ルームＡ・Ｂ・Ｃ午後２時新規開業予定者のための懇談会１９日土
ルームＡ午後２時定例理事会２２日火
ルームＡ午後２時金融共済委員会

２３日水
アミス午後２時経営相談室
アミス午後２時３０分出版編集会議

２４日木
ルームＡ午後２時３０分医事担当者連絡会議
ルームＡ・Ｂ・Ｃ午後２時第６４４回社会保険研究会２６日土
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一体改一体改革革
消費増税法案を国会提出
　政府は３月３０日、消費税率を２０１４年４月に８％、
１５年１０月に１０％に引き上げる法案を閣議決定し、国
会に提出した。条文には、消費税率の引き上げを踏
まえて検討する項目として、医療機関の控除対象外
消費税への対応を書き込んでいる。総合合算制度や
給付付き税額控除などの低所得者対策、歳入庁の創
設も盛り込んだ。（資料１参照）
　これらは全て本則の７条に記されているが、党内
での事前審査が始まった３月１４日に政府が示した原
案には、どれも具体的な記載はなかった。政府原案
は付則第２７条で、「税制に関する抜本的な改革と関連
施策の具体化に向けて検討し、所要の措置を講ずる」
とその方向性を示すまでにとどめていた。しかし、
８日間にわたる事前審査の中で「大綱で打ち出され
た内容を本則に記載することにこそ意味がある」と
の指摘を受け、付則第２７条を本則に昇格させ、低所
得者対策など約３０の検討項目を明記した。
（４/２MEDIFAXより）

首相、小泉改革を批判／「医療が崩壊した」
　野田佳彦首相は３月８日の衆院財務金融委員会
で、小泉内閣の構造改革による社会保障費抑制につ
いて「かなり無理が生じたのではないか。結果とし
て医療崩壊、介護難民などの弊害につながった」と
批判した。その上で、自らが手掛ける社会保障と税
の一体改革については「国民生活が第一との理念で
必要な手当てをする」とアピールした。
　小泉内閣の地方交付税見直しや補助金削減、税源
移譲による国・地方の三位一体改革についても「地
方の疲弊につながった」と指摘した。公明党の竹内
譲氏への答弁。（３/１２MEDIFAXより）

社保適用拡大の年金機能強化法案を閣議決定
／政府
　政府は３月３０日、短時間労働者への社会保険適用
拡大などを盛り込んだ「公的年金制度の財政基盤及
び最低保障機能の強化等のための国民年金法等の一
部を改正する法律案」を閣議決定した。
　社保適用拡大は、従業員数５０１人以上の企業で週２０
時間以上働いている月額賃金７万８０００円（年収９４万
円）以上の短時間労働者を対象にする。勤務期間は
１年以上で、学生は除外。適用は２０１６年４月から。
この条件の対象者数は約４５万人だが、３年以内に対
象拡大する。（４/２MEDIFAXより）

社保拡大で健保組合４００億円負担増／厚労省
が試算
　厚生労働省は３月１９日の「短時間労働者への社会
保険適用等に関する特別部会」に、政府・民主党が
決めた加入要件に基づいて短時間労働者に社会保険
の適用を拡大した場合の財政影響試算を示した。医
療保険では、国保で１００億円の財政改善が見込める一
方、健保組合では４００億円の負担増となる。同部会は
今回の会合で取りまとめに向けた議論を行うはずだ
ったが、政府・民主党が既に具体的な要件をまとめ
たことから予定を変更。取りまとめは行わずに委員
から意見を聞いた上で閉会し、同特別部会は「いっ
たんの終了」を迎えた。
　財政影響試算によると、２０１５年度ベースで協会け
んぽが１００億円、共済が８０億円、国保が１００億円、そ
れぞれ財政改善する。一方、健保組合は全体で４００億
円の負担増。加入者の減少分で３００億円の財政改善が
見込めるが、増加分で７００億円の負担増が生じると試
算した。公費支出は４００億円の削減となり、うち国費
支出は３００億円、地方負担は７０億円、それぞれ減少す
る。適用拡大の対象者約４５万人のうち、国保被保険
者と健保被扶養者がそれぞれ半分程度を占め、健保
組合に３５万人、協会けんぽに１０万人が加入するとい
う前提で試算した。
　厚労省は、適用拡大に伴い負担が大きくなる医療
保険者を考慮した激変緩和の特例措置案も示した。
短時間労働者の割合が多い一部の業種では、適用拡
大で加入者の平均賃金が下がる一方、新規加入者の
医療費負担に加え後期高齢者支援金や介護納付金の
負担が増え、保険料率の大幅な上昇が見込まれる。
そこで、各保険者に加入者人数で案分されている後
期支援金（加入者割分）と介護納付金の算定につい

京都保険医新聞

第１５４号４

２０１２年（平成２４年）４月２5日　毎月５日・ 20日・ 25日発行 （昭和２６年３月５日第３種郵便物認可）　第２８１９号



て、月額報酬が一定水準に満たない人とその被扶養
者の人数を補正する特例措置を講じる。この措置に
よる負担減少分は、被用者保険内で分かち合うとし
た。（３/２１MEDIFAXより）

改正国保法が成立／民主・自民・公明などで
賛成多数
　市町村国保の財政運営の都道府県単位化を進める
改正国保法が４月５日、参院本会議で民主、自民、
公明各党などの賛成多数で可決、成立した。
　国保制度の安定的な運営を確保するため、２０１３年
度までの暫定的な措置として取り組む市町村国保の
財政基盤強化策を延長し、１５年４月から恒久化させ
る。また、同月から都道府県単位の共同事業の対象
を全てのレセプトに広げ、実質的に保険者財政運営
の都道府県単位化を図る。都道府県単位化を円滑に
進めるため、１３年度から都道府県調整交付金の比率
を７％から９％に引き上げ、一方で定率国庫負担は
３４％から３２％に引き下げる。（４/６MEDIFAXより）

「合算制度」「税額控除」で検討チーム／５大
臣会合の下に
　政府は４月６日、社会保障・税一体改革の関係５
大臣会合を開き、同会合の下に消費税増税に伴う低
所得者対策を検討するチームの設置を決めた。
　一定以下の年収の人に現金を手当てするいわゆる
「簡素な給付措置」に関する基本的な考え方について
検討し、消費増税関連法案の国会審議入りまでにま
とめる。また、社会保障・税に関わる番号制度の定
着後に取り組む再分配施策についても議論し、医療・
介護などの自己負担額に上限を設ける「総合合算制
度」、減税や現金給付を行う「給付付き税額控除」に
関する政府側の議論を管理する。
　チームは内閣府、財務省、厚生労働省の副大臣や
政務官らがメンバーで、座長は長浜博行官房副長官。
厚労省は辻泰弘副大臣が参加する。
（４/９MEDIFAXより）

簡素な給付措置、党内議論が本格スタート／
民主、検討ＷＴが第１回総会
　民主党は４月１０日、党税制調査会の下に設けた「簡
素な給付措置及び給付付き税額控除検討ワーキング
チーム」（細川律夫座長、ＷＴ）の第１回総会を開
き、消費増税に伴う逆進性対策として一定以下の年
収の世帯に現金を給付する「簡素な給付措置」に関

する政府・民主党の考えをまとめる議論を始めた。
　同ＷＴは４月６日に発足した政府側の検討チーム
と連携して、簡素な給付措置に関する基本的な考え
方を検討し、消費増税法案の国会審議入り前までに
内容をまとめる。政府側から「来週の早いうち（４
月１６日か１７日）に基本的な方向性をまとめたい」と
要望が出たのを受け、同ＷＴは４月１６日までに役員
会・総会を２回開催し、党側の議論を詰める方針。
ＷＴ事務局長の尾立源幸参院議員は「基本的な考え
方」として政府が示す内容について「どういう人を
対象に、どれくらいの対策を打つかが基本になると
思う。そのあたりは政府側と共有していると思うが、
最終的に具体的な人数、額が出るかまでは分からな
い」と述べ、給付対象と金額の明示は議論の進捗に
より左右されるとの考えを示した。
　同ＷＴは簡素な給付措置に関する検討を落ち着か
せた後、中長期的な課題として総合合算制度の検討
状況やマイナンバー制度の整備状況を踏まえながら
「給付付き税額控除」に関する議論を行う。
（４/１２MEDIFAXより）

予予　算算
１２年度予算が成立／一般会計総額９０兆３３３９億円
　２０１２年度予算は４月５日、成立した。参院本会議
は野党の反対多数で予算案を否決したが、衆院の議
決を優先する憲法６０条の規定により成立した。
　１２年度予算は一般会計総額９０兆３３３９億円。このう
ち、厚生労働省分は２６兆６８７３億円を占める。基礎年
金の国庫負担を２分の１にする予算を消費増税で償
還する「年金交付国債」の約２.６兆円や、東日本大震
災からの復興費用３兆７７５４億円は一般会計に含まれ
ていない。（４/６MEDIFAXより）

ＴＰＴＰＰＰ
ＴＰＰ、多数国が支持／保険、医薬品も議論
　政府は３月２２日、交渉参加を検討している環太平
洋連携協定（ＴＰＰ）について、既存の参加９カ国
による最新の交渉状況を公表した。全品目で７年以
内に関税を撤廃するという考えを支持する国が多数
あると指摘。保険分野の参入拡大や薬価決定の透明
化も議論されていることを明らかにした。
　９カ国との事前協議で得た情報を２１の交渉分野ご
とにまとめ、民主党の経済連携プロジェクトチーム
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総会で報告した。
　関税撤廃の例外は原則として認めない国が多いと
する一方、現時点では合意に至っていないと説明。
日本にとってのコメのような重要品目の扱いは「交
渉全体のパッケージの中で決まる」との見方を示し
た。
　保険や急送便の分野では、民間企業との対等な競
争条件確保が議論されていると指摘した。米国は国
有企業の優遇解消を提案している。日本が交渉入り
した場合は、米国が問題視する日本郵政グループの
扱いが焦点となる可能性がある。
　医薬品や医療機器の価格決定手続きに申請メーカ
ーを参加させる提案や、新薬の特許保護強化も話し
合われていることが明らかになった。
　規制などによって損失を受けた投資家が相手国を
訴える紛争解決手続きも議論されている。この手続
きの導入に反対している国もあり、投資家による乱
用を防ぐ規定が検討されているとした。
　一方、国民の懸念が強い公的医療保険制度や遺伝
子組み換え食品、単純労働者の受け入れについては
議論されていないと説明した。
　交渉の進み具合に関しては、関税分野で「本格的
な議論には至っていない」と言及されたのをはじめ、
全体的に遅れが目立っている。
（３/２３MEDIFAXより）

医療イノ医療イノベベ
実務者会合をスタート／医療イノベ５カ年戦略
　内閣官房医療イノベーション推進室は、２０１２年度
を開始年度とする「医療イノベーション５か年戦略」
の策定に向け、医薬品・医療機器分野を所管する関
係府省の課長補佐級による実務者会合を３月２２日に
スタートさせた。２月２４日に開いた政府の医療イノ
ベーション会議で示された５カ年戦略の骨子案をベ
ースに、具体的な施策や措置期限の議論に入った。
同推進室は４月中旬にも中間報告の取りまとめを目
指す。
　３月２２日に開かれた初の実務者会合には、内閣と
厚生労働、文部科学、経済産業、総務の１府４省の
課長補佐級の担当者３０人以上が出席。会合ではまず、
各府省から骨子案をベースに現在計画中の取り組み
などを聞き取り、その後出席者の間で意見交換を行
った。
　骨子案には、革新的な医薬品・医療機器の創出に

向け、予算の重点化や税制の拡充、ベンチャー企業
の育成、創薬・医療機器開発支援体制の整備、臨床
研究の体制整備、審査の迅速化などを掲げている。
その中で、大きな柱が「創薬支援機構」の創設だ。
　骨子案には支援機構の具体名は明記されていない
が、同推進室は「支援機構を中心としたオールジャ
パンによる創薬支援体制の整備」を目指している。
同推進室によると現在、実務者会合とは別に、各府
省の課長・課長補佐級の会合でも支援機構の設置場
所や機能・体制・人員などの議論を進めているとい
う。
　同推進室の八山幸司企画官は、初の実務者会合で
「各府省が持ち寄ってきたのはある程度確実にでき
そうなものが多かった」として、各府省に対し「支
援機構（の具体化）などさらに、エッジの効いた施
策を検討し、月内に提出するよう要請している」と
いう。今後、各府省が提出したものを含めて議論を
重ね、４月中旬にも中間報告を取りまとめ、来月開
催を予定している「医療イノベーション会議幹事会」
に提出する方針だ。５カ年戦略は１２年５月の策定を
計画している。（３/２９MEDIFAXより）

中医中医協協
消費税問題、高額投資の対応は年度内にまと
め／新審議体で
　中医協（会長＝森田朗・東京大大学院教授）は３
月２８日の総会で、中医協総会委員と外部の税制専門
家が医療機関の消費税負担を議論する「新たな検討
の場（新審議体）」の設置を合意した。２０１４年４月に
税率が８％になる段階での診療報酬による手当てな
どを検討する。まず新審議体で議論し、順次、中医
協総会、社会保障審議会・医療保険部会へと議論の
場を移し、より具体的な方策に向けて検討を進める。
●８％段階の対応、１３年９月までに取りまとめ
　新審議体では、控除対象外消費税に対する診療報
酬でのこれまでの手当てを検証する一方で、従来の
診療報酬での手当てとは別に、建て替えや高額医療
機器購入など高額な投資部分への手当てについても
検討する。９月までに医療機関への実態調査の方法
を検討し、１２年度内に調査を実施して高額な投資部
分の考え方を取りまとめる方針だ。１３年度は９月ま
でに、税率８％への引き上げに向けた対応を取りま
とめる見通し。
　医療課の鈴木康裕課長は、消費税導入と５％への
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税率引き上げの際は、いずれも非課税による負担を
診療報酬で充当してきたと説明。「（高額な投資部分
などに）別途手当てする必要があるかどうかを中医
協でまとめる」と述べ、具体的な措置は社会保障審
議会・医療保険部会で審議することになると説明し
た。「（８％、１０％の税率引き上げに）後れを取るよ
うなことがないように検討を進めなければならな
い」とも述べた。
　会合では鈴木邦彦委員（日本医師会常任理事）が、
税率１０％引き上げ時の抜本的な税制見直しに向けた
議論を新審議体でも進めていくべきだと主張した。
（３/２９MEDIFAXより）

優先事項、１２年夏から本格検討／中医協
　厚生労働省は３月２８日の中医協総会（会長＝森田
朗・東京大大学院教授）で、２０１２年夏頃をめどに▽
基本診療料▽消費税問題▽費用対効果▽長期収載品
の薬価―の優先審議事項４本柱の検討を始めると
し、１４年度診療報酬改定に向けた具体的な審議スケ
ジュールを示した。保険局医療課は、基本診療料の
在り方を診療報酬基本問題小委員会で検討すること
を提案し、委員の同意を得た。
　１２年度改定答申書の付帯意見では、初再診料や入
院基本料など基本診療料の在り方についてコスト調
査分科会報告書を踏まえて検討し、改定影響の調査・
検証結果を今後の改定に反映させるとしている。こ
れを踏まえて医療課は、基本問題小委の主な検討課
題として▽基本診療料のコスト調査・分析の意義付
け▽診療報酬の体系的見直し―を示した。委員構成
の適正規模は４月中旬の次回総会で検討する。
　基本問題小委では、１２年度前半に基本診療料や既
存調査などの基本的な検討目的を議論する。１２年度
後半には必要に応じて新規調査を実施する考えで、
１３年度から次期改定への反映を念頭に置いて議論を
詰めていく。
　基本問題小委の検討結果は必要に応じて中医協総
会に報告し、最終決定する考えだが、鈴木康裕課長
は「（１４年度改定で）全てを整理するのは難しい」と
述べ、１４年度以降も引き続き基本問題小委で検討す
ることになるとの見通しを示した。
●１４年度改定で費用対効果を試行導入
　薬剤・材料を含めて医療技術の費用対効果を評価
する手法の導入についても検討する。医療技術評価
分科会や薬価専門部会、材料専門部会といった既存
の分科会・部会の委員と、外部の専門家で構成する

「新たな検討の場（新審議体）」を設置し、費用対効
果評価の導入の在り方を検討する。医療課は、１２年
度前半に中医協総会で医療技術の現状や課題、論点
整理などを議論し、その上で新審議体でガイドライ
ンを策定して評価の枠組みを設定するとの方向性を
示した。１２年度後半にはガイドラインを踏まえ、総
会で対象技術や検討体制の具体案をまとめたい考え
で、１４年度改定では費用対効果の評価を試行的に導
入する方針だ。（３/２９MEDIFAXより）

後発品の使用目標も新審議体で／中医協で厚
労案
　厚生労働省保険局医療課は３月２８日の中医協総会
（会長＝森田朗・東京大大学院教授）で、長期収載品
の薬価について医薬品のライフサイクルを視野に入
れながら後発品の使用促進を図るため、「新たな検討
の場（新審議体）」を設置する考えを示した。中医協
総会委員と外部の専門家で構成する新審議体設置の
提案には、複数委員が既設の薬価専門部会があるこ
とを理由に「新設する必要はない」と反対。しかし
医療課は、長期収載品の薬価だけでなく、後発品の
使用促進についても２０１３年度以降の新たなロードマ
ップを策定するためには、新審議体を一時的に設置
する必要があると説明し、理解を求めた。
（３/２９MEDIFAXより）

改定関改定関連連
日看協・認定看護師の価値高まる／診療報酬
で進む要件化
　診療報酬の算定要件に、専任・専従看護師として
日本看護協会の認定看護師などの配置を盛り込む動
きが進んでいる。２０１２年度診療報酬改定では「精神
科リエゾンチーム加算」や「外来緩和ケア管理料」
の専従あるいは専任の看護師の要件として盛り込ん
だ。このほか「糖尿病透析予防指導管理料」など５
項目に認定看護師などが要件となった。
　診療報酬で日看協の認定看護師などの配置を要件
化したのは、０２年度改定時の「緩和ケア診療加算」。専
従の緩和ケアチームの設置が要件となり「緩和ケア
の経験を有する常勤看護師（専従）」で「５年以上悪
性腫瘍の看護に従事した経験を有し、緩和ケア病棟
等における研修を修了している者」の配置が必要と
なった。０６年度改定では「褥瘡ハイリスク患者ケア
加算」で、「褥瘡ケアに係る専門の研修を受けた専従
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の看護師等が褥瘡管理者として配置されているこ
と」とした。０８年度改定でも「糖尿病合併症管理料」
で専任の常勤看護師を要件化した。
　前回１０年度改定では▽がん患者カウンセリング料
（専任の看護師）▽呼吸ケアチーム加算（専任の看護
師）▽感染防止対策加算（専従または専任の看護師）
▽栄養サポートチーム加算（専従または専任の看護
師）―に盛り込んだ。特に栄養サポートチーム加算
は、栄養管理の所定の研修を修了した常勤看護師が
栄養管理に関するチームのメンバーとし、要件は「医
療関係団体等が認定する教育施設において実施さ
れ、４０時間以上を要し、当該団体より修了証が交付
される研修であること」と規定した。
　１２年度改定では▽精神科リエゾンチーム加算（専
任の看護師）▽外来緩和ケア管理料（専従の看護師）
▽糖尿病透析予防指導管理料（専任の看護師）▽訪
問看護基本療養費（Ⅰ、Ⅱ（ハ））▽在宅患者訪問看
護・指導料３―で規定した。
　「訪問看護基本療養費（Ⅰ、Ⅱ（ハ））」と「在宅患
者訪問看護・指導料３」の緩和ケアについては、専
門の研修を受けた看護師とした。要件は「５年以上
がん患者の看護に従事した経験を有し、がん患者へ
の緩和ケア等に係る６カ月以上の適切な研修を修了
した者」と規定している。両項目では、褥瘡ケアに
関する専門の研修を受けた看護師についても同様の
要件が求められている。（４/１１MEDIFAXより）

管理栄養士の雇用環境を把握へ／厚労省、改
定関連通知を一部訂正
　栄養管理体制の確保が入院基本料の要件となった
ことに対し、地域によっては管理栄養士の雇用環境
が厳しいとして要件緩和を求める声が病院関係者か
ら上がっている問題で、厚生労働省は管理栄養士の
雇用をめぐる医療現場の実態把握に乗り出すことを
決めた。管理栄養士の離職または長期欠勤で１人以
上の確保ができなくなった場合、地方厚生局長に所
定の書類を届け出る新たな仕組みをつくる。３月３０
日付で都道府県に発出した２０１２年度診療報酬改定関
連通知の一部訂正通知（事務連絡）に盛り込んだ。
　通知の訂正によると、管理栄養士の離職または長
期欠勤のため、管理栄養士１人以上の配置基準が満
たせなくなった場合、地方厚生（支）局長に届け出
た場合に限り、届け出を行った日の属する月を含む
３カ月間に限り、特別入院基本料ではなく従前の入
院基本料が算定できるとした。

　また、１カ月以内の欠勤については、欠勤期間中
も管理栄養士の配置として算入することができると
した。
　離職や長期欠勤で要件を満たせなくなった場合に
届け出る書類は▽常勤の管理栄養士に関する基準が
満たせなくなった理由（離職のため、出産・育児・
介護に伴う長期休暇のため、その他）▽非常勤の管
理栄養士の有無▽３カ月以内に常勤の管理栄養士が
確保できる見通しの有無▽常勤の管理栄養士の確保
が困難な理由（求人を行っているが応募がない、人
件費の確保が困難、離職が多い、その他）─などの
設問に回答する様式となっている。
　管理栄養士が確保できない期間が３カ月間続いた
場合に特別入院基本料の算定となってしまう状況は
同じだが、厚労省が管理栄養士の雇用をめぐる現状
を把握することが可能になる。
（４/２MEDIFAXより）

医療計医療計画画
新医療計画で医政局通知／「５疾病５事業・
在宅医療」で指針
　厚生労働省医政局は３月３０日、２０１２年度に都道府
県が策定する新たな医療計画のための作成指針（医
政局長通知）を都道府県知事に通知した。都道府県
が１３年度から実施する新医療計画は、「在宅医療」の
目標・医療連携体制・人材確保などを記載すること
になる。これまでの４疾病５事業は「精神疾患」を
加えた「５疾病５事業および在宅医療」となる。
　厚労省は都道府県に対し、医療計画の達成状況を
評価し、必要に応じて計画を見直す仕組みを政策に
組み込むことも求めた。
　２次医療圏の設定が入院医療を提供する一体の圏
域として成り立っていない場合は見直すよう求め
た。見直す場合は、人口規模や圏域での患者の流入・
流出の実態を把握した上で検討することとした。
　特に圏域人口が２０万人未満で▽他の区域から流入
する入院患者の割合が推計で２０％未満の医療圏▽他
の区域へ流出する入院患者の割合が推計で２０％以上
の医療圏―のいずれにも該当する場合は、圏域面積
や病院へのアクセス時間などを考慮して医療圏設定
を見直すよう求めた。（４/２MEDIFAXより）

京都保険医新聞

第１５４号８

２０１２年（平成２４年）４月２5日　毎月５日・ 20日・ 25日発行 （昭和２６年３月５日第３種郵便物認可）　第２８１９号



精神疾患・在宅医療など技術的指針示す／医
療計画作成指針
　厚生労働省医政局指導課は３月３０日、２０１３年度か
ら都道府県が実施する新たな医療計画を策定する際
の技術的助言となる指針（指導課長通知）を都道府
県に発出した。今回新たに加わる「精神疾患」や、
早急な医療連携体制の構築が必要な「在宅医療」を
含む５疾病５事業および在宅医療について、目指す
方向や必要な医療機能の目標を示した。
　都道府県は計画策定後に定量的な比較ができるよ
う、地域の医療課題について実情に応じた目標項目
や、その数値目標、達成期間を医療計画に記載する。
指針では、達成可能な目標を掲げるだけではなく、
その医療圏が抱えている課題の解決に向けて、本当
に必要な目標を設定するよう求めた。
　５疾病５事業および在宅医療のそれぞれの計画に
は、病期・医療機能ごとやストラクチャー・プロセス・
アウトカムごとに分類された指標について現状の値
を記載する。それぞれ記載する指標（必須）の項目
数は、▽がん：２２▽脳卒中：１１▽急性心筋梗塞：１５
▽糖尿病：７▽精神疾患：２６▽救急医療：１５▽災害
医療：ゼロ▽へき地医療：ゼロ▽周産期医療：２１▽
小児医療：１４▽在宅医療：８－となっている。
　新たに計画を策定する精神疾患の指標には、精神
科救急医療のプロセス指標として▽精神科救急医療
機関での夜間・休日の受診件数や入院件数▽精神科
救急情報センターへの相談件数▽人口１０万当たりの
年間措置患者・医療保護入院患者数―を記すほか、
アウトカム指標として退院患者の平均在院日数を記
載する。
　在宅医療では、ストラクチャー指標として▽在宅
療養支援診療所（在支診）・在宅療養支援病院（在支
病）の数や病床数・医師数▽在宅療養支援歯科診療
所数▽訪問看護事業所数―などを記載し、プロセス
指標では退院患者平均在院日数を記載する。
（４/２MEDIFAXより）

医療計画小委の設置を了承／民主・厚労部門
コア
　民主党の厚生労働部門会議・コアメンバー会議は
４月２日、医療・介護ワーキングチームの下部組織
として「医療計画小委員会」の設置を了承した。
　各都道府県が２０１２年度に策定し、１３年度から実施
する新医療計画の立案・進捗を政治の立場でサポー
トするのが狙い。医療計画そのものを変更する議論

はせず、疾病・事業ごとの「ＰＤＣＡサイクル」が
より機能するための議論などをする。委員長に大塚
耕平元厚生労働副大臣、事務局長に小西洋之参院議
員が、それぞれ候補に挙がっている。
　同小委では、６月に閣議決定が予定されている次
期がん対策基本計画の改訂も議題とする。
（４/３MEDIFAXより）

急性期病急性期病床床
急性期病床群、議論は振り出しに／厚労省・
作業グループ
　急性期病床群（仮称）認定制度の議論が振り出し
に戻った。厚生労働省は３月１２日、社会保障審議会・
医療部会の「急性期医療に関する作業グループ」の
５回目の会合で、急性期病床群の認定要件案や医療
法での位置付けを説明したが、日本医師会の中川俊
男副会長と日本医療法人協会の日野頌三会長が「な
ぜ医療法で位置付ける必要があるのか」と猛反発。
根本的な議論に戻った。ただ、議論で賛成派・反対派・
慎重派のそれぞれの主張や懸念は明確になった。
　厚労省医政局総務課は整理案を説明し、都道府県
での認定要件の骨格を示した。急性期病床群につい
ては幅広い機能を担う一般病床の中で「比較的高い
診療密度を要する医療を提供する病床（群）」として
医療法に位置付けるとした。認定要件は▽人的体制
▽構造設備基準▽提供している医療の機能や特性―
を基本にするとし、医療機能・特性については▽救
急入院の患者が占める割合が一定以上▽手術を受け
る患者の割合が一定以上▽平均在院日数―で規定す
る考えを示した。（３/１３MEDIFAXより）

加減算制加減算制度度
４７４保険者で負担増、財源５.８億円／加減算制
度で厚労案
　厚生労働省は３月２２日の「保険者による健診・保
健指導等に関する検討会」で、２０１３年度に導入する
後期高齢者支援金加減算制度の具体案を提示した。
厚労省が推奨した案によると、加減算制度の財源は
約５.８億円になる見通し。加算（負担増）される保険
者数は▽市町村国保＝７７▽国保組合＝７６▽単一健保
＝２７２▽総合健保＝４５▽共済組合＝４、合計４７４。加
算される保険者の加入者数は４９２万人。加入者１人当
たりで年間１１４－１２７円の保険料負担増になる。加算
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率は０.２３％。
　一方、減算（負担減）される保険者数は▽市町村
国保＝９▽国保組合＝０▽単一健保＝３０▽総合健保
＝１▽共済組合＝１、合計４１。加入者総数は３０万人。
１人当たり１９３３円の保険料負担減になる。減算率は
３.７％。
　厚労省が推した案によると、市町村国保よりも単
一健保の方が高い実績を挙げているため、調整を加
えて保険者種別の差を埋める。その上で、特定健診
と保健指導の実施率を掛け合わせて「調整済実施係
数」をはじき出し、これをボーダーラインとして、
取り組みが遅れている保険者に加算する。そこから
出された財源を、取り組みが進んでいる保険者にイ
ンセンティブとして与える。ボーダーラインはクリ
アしているものの、目標達成には届かない中間層の
保険者には、加減算ルールは適用しない。
　特定健診・保健指導の取り組みが進んでいない保
険者では事業費も少ないとみられるため、１０年度に
全保険者が支払った後期高齢者支援金の総額（４兆
９７１３億円）に占める１０年度特定健診・保健指導の総
事業費（２２５億円、公費除く）を算出し、さらに、そ
れを半分にして加算率を「０.２３％」で確定させた。
　市町村国保は規模によって特定健診・保健指導の
実績に差があるため、人口５０００人以下、５０００－１０万
人、１０万人以上の３段階に分けた。また、災害など
特殊事情があるケースでは、加減算ルールを適用し
ないことにした。
　厚労省は検討会で、加減算制度を創設するに当た
って２つの案を提示した。１つ目の案は、まず加算
対象を先に決め、出された財源を目標達成した保険
者で分配するという仕組み。この場合、保険者への
負担増があらかじめ分かるというメリットがある
が、多くの保険者が目標を達成した場合には減算の
インセンティブが減ることになる。
　逆に２つ目の案として、まず減算率を決めてイン
センティブを確保したのち、必要財源をその他の全
保険者で分担するという考え方も示した。厚労省は
「保険者財政に大きく影響しない」との考え方から、
１つ目の案を推奨した。
　白川修二構成員（健保連専務理事）や保坂シゲリ
構成員（日本医師会常任理事）らは厚労案を支持。
逆に山門實構成員（日本人間ドック学会理事）は
「インセンティブが必要だ」として２つ目の案を支持
した。協会けんぽは判断を留保。岡崎誠也構成員
（全国市長会・国民健康保険対策特別委員長）は「制

度そのものに反対」としつつも「加算が年額１１０円程
度ならば比較的妥当な範囲」と一定の評価をした。
（３/２３MEDIFAXより）

統合医統合医療療
「統合医療」の在り方で議論開始／厚労省検討会
　厚生労働省は３月２６日に「『統合医療』のあり方に
関する検討会」（座長＝大島伸一・国立長寿医療研究
センター総長）の初会合を開き、「統合医療」の定義
や取り巻く課題、今後の在り方について議論を始め
た。
　「統合医療」については、２０１０年に鳩山由紀夫首相
（当時）が施政方針演説で「健康寿命を伸ばすとの観
点から、統合医療の積極的な推進について検討を進
める」との見解を表明している。これを受けて厚労
省では「統合医療プロジェクトチーム」で現状把握
や取り組み方策を検討し、厚生労働科学研究でも知
見を集めてきた。今回、これまでに集められた知見
などを踏まえ、「統合医療」を推進するために必要な
取り組みなどを整理する意味合いを込めて検討会を
設置した。（３/２７MEDIFAXより）

高齢者医高齢者医療療
後期高齢者医療平均保険料５５６１円／３１２円増、
２０１２－１３年度
　厚生労働省は３月３０日、２０１２－１３年度の後期高齢
者医療制度被保険者１人当たりの平均保険料が全国
平均で月額５５６１円になる見込みだと発表した。１０－
１１年度の５２４９円から、２年分で３１２円増加する。
（４/２MEDIFAXより）

高齢者医療制度の見直し議論を再開／民主・
医療介護ＷＴ役員会
　民主党の医療・介護ワーキングチーム（柚木道義
座長）は４月４日の役員会で、高齢者医療制度の見
直しに向けた議論を再開した。新制度の在り方につ
いて自治体や保険者などと協議に入るよう、厚生労
働省に求めた。
　４月５日の参院本会議では、市町村国保の財政基
盤強化策を２０１５年４月から恒久化させる国保法改正
案が成立する見通し。それを契機に、高齢者医療制
度の議論を前進させる。
　政府・民主党はこれまでも全国知事会などと協議
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をしているが、今後は関連法案の提出に向けたより
具体的な働き掛けになりそうだ。高齢者医療制度改
革会議が１０年末にまとめた改革案だけに縛られな
い、幅の広い議論をする。（４/５MEDIFAXより）

精神医精神医療療
精神医療の機能分化で議論開始／厚労省
　厚生労働省は精神科医療現場の人員体制について
充実させる方向で検討を開始した。精神病床での患
者の状態像や病棟機能に応じた医師・看護師の人員
配置の在り方について集中的に検討を進め、６月を
めどに検討結果をまとめる方針だ。
　「精神科医療の機能分化と質の向上等に関する検
討会」（座長＝武藤正樹・国際医療福祉総合研究所長）
の初会合で厚労省障害保健福祉部精神・障害保健課
は、人員体制の充実が必要な背景として、医療法に
よる病床区分別の人員配置状況や診療報酬上の入院
基本料別の患者状況、厚生労働科学研究の結果など
を説明。精神病床に入院している患者の状態像を「医
療の必要度」「福祉・介護必要度」の度合いによって
５つに分類し、それぞれに必要な対応を示した。
　政府は２０１０年６月の閣議決定で、障害者制度改革
を推進するための基本的な方向として▽精神障害者
の退院支援・地域生活支援▽強制入院・強制医療介
入についての保護者制度の見直し▽精神科医療現場
の人員体制の充実―の３つの課題を掲げた。「退院支
援・地域生活支援」については▽アウトリーチの充
実▽精神科救急医療体制の充実▽医療計画への精神
疾患の追加―などが１１年度内におおむね検討済みと
なっており、「保護者制度の見直し」についても保護
者の義務規定を廃止する方向で検討が進んでいる。
（３/２６MEDIFAXより）

先進・高度医先進・高度医療療
先進医療と高度医療を統合、審査一本化へ
　厚生労働省は、これまで薬事法上の承認の有無で
分けていた先進医療制度と高度医療制度を統合し、
審査体系を一本化する方向で検討を開始した。２０１２
年度中に先進医療専門家会議と高度医療評価会議を
統合し、新たに先進医療会議（仮称）を設ける方針。
３月１４日の高度医療評価会議（座長＝猿田享男・慶
応大名誉教授）で検討の方向性を示した。猿田座長
は「この方向で、１２年夏までには（新制度を）始め

られるようにしたい」との考えを示した。
●「先進医療会議」と「先進医療技術審査部会」を
新設

　厚労省が示した統合案では、新たに先進医療会議
と先進医療技術審査部会（仮称）を設置。統合後の
先進医療の申請を二段構えで審査する。まず先進医
療会議で、有効性が一定程度明らかな「技術Ａ」と、
有効性が必ずしも十分に明らかではない「技術Ｂ」
に分類する。
　技術Ａは、先進医療会議で「技術的妥当性」（有効
性、安全性、技術的成熟度）と「社会的妥当性」（倫
理性、普及性、費用対効果）を審査。技術の有効性、
安全性などを適切に評価するために必要な実施期間
と症例数は、対象となる疾患の状況に応じて設定す
る。
　技術Ｂに分類された場合は、新設の先進医療技術
審査部会で実施期間と症例数を統計学的に検討し、
技術的妥当性を審査した後、先進医療会議で社会的
妥当性を中心に審査する。
　先進医療を実施する医療機関や、先進医療を実施
した後の評価や報告などについても、技術Ａと技術
Ｂで異なる対応を定める。
　薬事法の承認を受けているかどうかは、技術Ａと
技術Ｂを分類する際の判断基準とはしない方向で検
討している。
●必要性高い抗がん剤のルートも検討
　抗がん剤については厚労省の「医療上の必要性の
高い未承認薬・適応外薬検討会議」で医療上の必要
性の高い薬剤と判断されたものを「技術Ｃ」とする
案を示した。技術Ｃは外部機関が評価し、その評価
を踏まえ先進医療会議で審査する。医療機器につい
ては、技術Ｃの枠組みをひな形にできないか検討す
るとの案を示したが、委員からは「医薬品と医療機
器は分けて考えるべき」との意見が複数上がった。
（３/１５MEDIFAXより）

先進・高度医療の統合はコンパッショネート
ユースと別／厚労省
　先進医療制度と高度医療制度の統合をめぐって、
厚生労働省は３月１４日の高度医療評価会議で「コン
パッショネートユース制度とは関係ない」との見解
を示した。
　コンパッショネートユース制度は、代替治療法が
ない重篤な疾病に限り、人道的見地から薬事法未承
認薬の製造、輸入、販売などを許可する制度として、
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厚生科学審議会・医薬品等制度改正検討部会などで
議論されている。
　会議では、先進医療の制度体系の見直しとして、
厚労省が先進医療制度と高度医療制度の統合案を示
した。その中で抗がん剤については、厚労省の「医
療上の必要性の高い未承認薬・適応外薬検討会議」
で“医療上の必要性の高い薬剤”と判断されたもの
を「技術Ｃ」とし、一定の要件を満たす外部の医療
機関が評価する体系を示した。
　これに対し柴田大朗構成員（独立行政法人国立が
ん研究センター多施設臨床試験支援センター薬事安
全管理室長）がコンパッショネートユース制度との
関係を質問。医政局研究開発振興課の佐原康之課長
は「技術Ｃは、有効性の評価を外部の機関に代行し
てやっていただいた方がよりスピードが速くなるの
ではないか、ということでセットしており、コンパ
ッショネートユースとは関係ない。きちんと評価し
ていくということだと思っている」と述べた。厚生
科学審議会・医薬品等制度改正検討部会でのコンパ
ッショネートユース制度の議論についても「何らか
の結論を得たということではない」と指摘し、コン
パッショネートユース制度のスキーム自体も検討中
と強調した。（３/１６MEDIFAXより）

「臨床研究中核病院」整備へ公募要件決定／
厚労省
　厚生労働省は、国際水準（ＩＣＨ-ＧＣＰ準拠）
の臨床研究を行う「臨床研究中核病院」（仮称）の公
募要件を決めた。３月１２日に公表し、２０１２年度予算
成立後に公募を開始する。出口戦略を見据えた臨床
研究計画や多施設共同臨床研究の立案機能を保有す
ることなどが条件で、１２年度は全国から５カ所（う
ち東日本大震災被災地１カ所）を選定する。１３年度
までに計１５カ所程度を整備する。
　臨床研究中核病院は、承認申請データとして活用
できる国際水準の臨床研究や医師主導治験を実施す
る中核拠点と位置付ける。具体的には、アカデミア
発の医薬品候補物質の安全性・有効性を確認する臨
床研究や、患者数が少なく企業が開発を進めにくい
難病・小児疾患分野などの医師主導治験、既存薬の
組み合わせ等による最適な治療法を見いだすための
市販後臨床研究に取り組む。（３/１３MEDIFAXより）

生活保生活保護護
生活保護制度見直し案、患者自己負担の導入
を提言／自民党ＰＴ
　自民党の社会保障制度に関する特命委員会「生活
保護に関するプロジェクトチーム」（座長＝世耕弘成
参院議員）の会合が３月２７日に開かれ、患者に医療
費の自己負担を求めることなどを盛り込んだ生活保
護制度の見直し案が示された。月内にも特命委員会
に諮り、制度見直しに向けた方針を固める予定。
　見直し案は、現行の制度では被保護者が自己負担
を求められていないこと、医療機関への支払いは税
金によって全額担保されていることを指摘。急増す
る医療費扶助への対応策として患者自己負担の導入
のほか、医療機関の指定などによるアクセスコント
ロール、後発医薬品の使用義務をそれぞれ法制化す
ることを提言した。レセプトの電子化による一元管
理で医療機関の重複診療、過重な診療を厳格に調べ
ることも盛り込んだ。（３/２８MEDIFAXより）

生活保護受給者への後発品処方を誘導／小宮
山厚労相
　生活保護受給者の医療扶助について、小宮山洋子
厚生労働相は４月４日の参院予算委員会で「後発医
薬品を処方できるような形でなるべく誘導してい
く」と述べ、生活保護医療の適正化に努めるとした。
民主党の櫻井充元財務副大臣の質問に答えた。
　櫻井氏は、生活保護受給者の医療費は全額公費で
賄われているため、医療費を適正化する努力が足り
ないと指摘し、国に適正化の取り組みを求めた。
　小宮山厚労相は２００９年度の１人当たり医療費を比
較すると、生活保護受給者が８１.５万円に対し、国民
健康保険等加入者は４５万円で約２倍の開きがあると
した。その上で、「生活保護の受給者が増え費用がか
さんでいる中で、半分がだいたい医療扶助でそこに
切り込まなければいけないのは認識している」と述
べ、後発品の使用を促すことや電子レセプトを活用
した医療費の点検を強化するとした。
（４/６MEDIFAXより）

１２年秋にも生活支援戦略を策定へ／厚労省、
１３年度からの７年間
　厚生労働省は、生活保護制度の見直しと生活困窮
者対策に総合的に取り組むため、２０１２年の秋をめど
に「生活支援戦略（仮称）」を策定する。期間は１３－
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１９年度の７年間。戦略に含まれる生活保護制度の見
直しでは、生活保護給付の適正化に向け、医療機関
に国が直接指導する権限を導入する方針だ。４月９
日の国家戦略会議（議長＝野田佳彦首相）で、小宮
山洋子厚生労働相が説明した。
　医療機関への指導については「例えば方向性とし
て、生活保護受給者に過剰診療をして診療報酬を請
求している医療機関への、国の直接指導などがあり
得る」（厚労省社会・援護局保護課）という。そうし
た指導をするための調査を民間に委託できるように
することも想定する。生活保護法での医療機関の指
定基準見直しも検討する。
　生活保護制度の見直しではこのほか、生活保護基
準体系の見直しや、生活保護受給者の就労収入の一
部を積み立て生活保護脱却時に一括還付する「就労
収入積立制度（仮称）」の導入などを盛り込んだ。
　国家戦略会議終了後に記者会見した古川元久国家
戦略担当相によると、野田首相は「自立支援は重要。
国民目線に立った生活保護の見直しを含む生活支援
戦略の骨格を５月の国家戦略会議に報告し、６月中
に中間取りまとめをするように」と指示した。
（４/１０MEDIFAXより）

審審　査査
１５年度までに再審査率を半減／支払基金・河
内山理事長
　社会保険診療報酬支払基金の河内山哲朗理事長は
３月８日、全国基金審査委員長・支部長会議で審査
業務の強化策を示した。サービス向上計画が終わる
２０１５年度頃までに、全査定点数に占める再審査査定
点数の割合を、現在の約１０％から半減させたい考え。
河内山理事長によると、支払基金内部では再審査の
ことを「見落とし率」と呼んでいるという。原審査
を充実させることで、再審査割合を引き下げたい考
えだ。
　新たな審査業務強化策として、１月１１日には全国
の審査業務補助職員を対象とした「理解度把握チェ
ック」を一斉に実施した。日本全国で統一的な審査
が行われるよう、職員のルール習熟度を高め、医学
知識を底上げするのが狙い。このほか、突合点検や
縦覧点検などの取り組みも導入する。医療顧問の増
員も図る。（３/９MEDIFAXより）

審査判断の統一へ「協議の場」を調整／支払
基金と国保連
　社会保険診療報酬支払基金と国保連合会の審査判
断を統一するために、各県レベルで協議の場を設け
ようという動きが出ている。現在、厚生労働省を中
心に関係者間の調整が続いている。厚労省は３月中
にも通知を出す予定。（３/９MEDIFAXより）

電子レセプト請求件数割合、初の９割超え／
支払基金
　社会保険診療報酬支払基金は３月１４日、医療機関
や薬局から請求された電子レセプトの請求件数割合
が全体の９０.１％に達し、初めて９割台に乗ったこと
を明らかにした。２０１２年２月請求分が対象。内訳は、
医科９４.４％、歯科４４.４％、調剤９９.９％だった。
　一方、電子レセプト請求を行っている機関数の割
合は全体の７０.８％だった。内訳は、医科８３.０％、歯科
３６.７％、調剤９４.０％だった。（３/１５MEDIFAXより）

後発品変更で適応外「可能なものは査定」／
厚労省
　変更調剤によって起きる後発医薬品の適応外使用
について、社会保険診療報酬支払基金が査定は困難
と表明したことについて、厚生労働省は３月中旬、
日本製薬工業協会に担当者を派遣し「一律に査定し
ないという意味ではない。個別事案に応じて査定で
きるものは査定する」との見解を示した。
　変更調剤による後発品の適応外使用について厚労
省は１月、支払基金からの照会に対し「一律に査定
を行うと変更調剤が進まなくなる」などと回答。見
解を受け支払基金は１月３０日の記者会見で、現状で
は先発医薬品と効能効果に違いがある後発品の情報
を正確に把握することは難しいなどとして査定は困
難と表明していた。
　厚労省保険局医療課はじほうの取材に、査定を行
い医療機関と薬局のどちらに薬剤費の自己負担分を
除いた７割を負担させるか判断が付く場合は査定処
理を行い、判断できない場合は査定処理しないとし
た。厚労省が支払基金に出した「一律に査定を行う
と変更調剤が進まなくなる」との見解について、医
療課は医療機関と薬局のどちらに原因があるか分か
らない場合に強引な査定処理は行わない意味だと説
明した。（３/２１MEDIFAXより）
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指導・監指導・監査査
医療機関の不正受給「患者への返還は？」／
民主・厚労部門会議
　民主党厚生労働部門会議（座長＝長妻昭・党政策
調査会副会長）は３月２９日、医療法人豊岡会グルー
プ（本部＝愛知県豊橋市）が多額の診療報酬を不正
受給していたとされる問題を受け、保険医療機関に
対する指導・監査の状況などについて厚生労働省か
らヒアリングした。関係者によると、不正受給を指
摘された医療機関が返還金を保険者だけでなく患者
に対しても払っているか疑問視する声が出席議員か
ら上がった。監査・指導の基準について透明性を高
めるよう求める声も出たという。
（３/３０MEDIFAXより）

新型フ新型フルル
政府、新型フル特措法案を国会に提出
　政府は３月９日、新型インフルエンザ等対策特別
措置法案を閣議決定し、国会に提出した。法案によ
ると都道府県は、新型インフルエンザや新感染症に
かかっている患者について医療行為が必要だと判断
した場合、医師や看護師ら医療関係者に対して医療
行為の「要請」ができる。厚生労働省と都道府県は、
感染症対策に当たる公務員や関係者への予防接種に
ついて、医療関係者に協力を「要請」できる。医療
関係者が正当な理由なく要請に応じないときは、特
に必要と認める場合に限り、その医療関係者に「指
示」することができる。ただし、「要請」や「指示」
に反した場合の医療関係者に対する罰則は設けてい
ない。
　法案は、国民は感染症対策への協力などに努めな
ければならないとした一方で、対策に関しては憲法
が保障する国民の自由と権利を尊重しなければなら
ないと記している。国民の自由と権利に制限を加え
る場合も、制限は「必要最小限のものでなければな
らない」としている。（３/１２MEDIFAXより）

日弁連、新型フル特措法に反対／「人権制限
要件が曖昧」
　日本弁護士連合会（宇都宮健児会長）は３月２２日、
政府が今国会での成立を目指す新型インフルエンザ
等対策特別措置法案について「人権制限を適用する
要件が曖昧」として法案に反対する会長声明を出し

た。政府は３月９日に法案を国会に提出している。
　声明では、法案について「強制力や強い拘束力を
伴う広範な人権制限が定められている」と指摘。▽
検疫のための病院・宿泊施設等の強制使用▽臨時医
療施設開設のための土地の強制使用▽医療関係者に
対する医療等を行うべきことの指示―などを挙げ
「必要性の科学的根拠に疑問がある上、人権制限を適
用する要件も極めて曖昧」と批判している。
（３/２３MEDIFAXより）

新型フル特措法案、衆院内閣委で可決
　新型インフルエンザ等対策特別措置法案は３月２８
日、衆院内閣委員会で民主党、自民党などの賛成多
数で可決した。共産党は法案について「国民的な議
論や合意の積み上げが決定的に不足している」と批
判し、反対した。法案可決後、付帯決議案を民主、
自民、公明、みんなの４党が提案し、共産党を除く
賛成多数で可決した。付帯決議で政府に求めた内容
は以下の通り。
　（１）本法の新型インフルエンザ等対策等が円滑に
実施されるよう、地方公共団体、指定公共機関等、
事業者および国民に対し、本法の内容を周知徹底す
る（２）政府行動計画を策定する際の根拠となる被
害想定については、最新の科学的知見を踏まえ、い
たずらに過大なものとすることのないようにする
（３）本法の規定に基づく私権の制限に係る措置の運
用に当たっては、その制限を必要最小限のものとす
るよう、十分に留意する（４）新型インフルエンザ
等緊急事態宣言を行うに当たっては、科学的根拠を
明確にし、恣意的に行うことのないようにする（５）
放送事業者である指定公共機関等が実施する新型イ
ンフルエンザ等対策については、放送の自律を保障
することにより、言論その他表現の自由が確保され
るよう特段の配慮を行う（６）平時から新型インフ
ルエンザ発生に対応できるよう、医療体制の整備を
図るとともに、特に患者が急増するまん延期におい
ては、一般の医療機関も含め、入退院措置など適切
な措置により医療提供体制の維持を図る（７）患者
等に対する医療等の実施に関する医療関係者の協力
については、医療関係者の理解が得られるよう、各
種の安全対策や実費弁償、損害補償の枠組みを十分
に説明する（８）独居世帯を含めた在宅患者への薬
剤処方の在り方を明示し、周知徹底を図るとともに、
在宅の一人暮らしの高齢者や障害者など社会的弱者
に対しては、市町村と協力し、見回り、介護、訪問
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診療、食事提供、搬送等の適切な支援を図る（９）
先行接種するプレパンデミックワクチンの製造備蓄
を万全なものとするとともに、特定接種の対象者お
よび優先順位の在り方を明示する（１０）全国民分の
パンデミックワクチンをより短期間に製造するため
の研究開発を推進・支援するとともに、接種の優先
順位の在り方を明示する（１１）新型インフルエンザ
等対策等については引き続き国際的な連携を図ると
ともに、特に発展途上国での医療体制や公衆衛生の
向上に積極的に貢献する。（３/２９MEDIFAXより）

新型フル特措法案、「国民的な議論と合意形成
を」／保団連談話
　新型インフルエンザ等対策特別措置法案が衆院内
閣委員会で可決されたことを受け、保団連は３月３０
日、「国民的な議論や合意形成が尽くされていない」
として「国民の理解と合意に基づく法制化を行うべ
きである」との談話を発表した。
　談話は、同法案には人権制限につながる内容が盛
り込まれていながら、人権制限を適用する要件や運
用方法が極めて曖昧だと指摘。国民的な議論や合意
形成が尽くされないまま拙速に立法化するのではな
く、国民の理解と合意に基づく法制化を行うべきだ
と主張した。
　医療関係者が地域・職域の実態を踏まえ、専門性
を生かした判断や行動ができるような対策にするこ
とも求めた。（４/２MEDIFAXより）

新型インフル法案に反対／ペンクラブが声明
　日本ペンクラブ（浅田次郎会長）は３月３０日、政
府が今国会での成立を目指している新型インフルエ
ンザ対策特別措置法案について、「感染症対策の名を
借り、国民の移動や言論の自由を一方的に制限する
など重大な問題がある」として反対する緊急声明を
発表した。
　声明は「新型インフルエンザへの対応は不可欠だ
が、いたずらに危機感をあおり、危機管理対策のみ
を突出させた本法案は、民主主義の諸原理をじゅう
りんする」とし、法案の撤回と内容の根本的な見直
しを求めている。（４/２MEDIFAXより）

予防接予防接種種
予防接種の被害救済額を引き下げ／閣議決定
　政府は３月２７日、予防接種の副反応で健康被害を

受けた人に支払う救済給付額の引き下げなどを定め
た「予防接種法施行令等の一部を改正する政令」を
閣議決定した。予防接種法に基づく健康被害救済給
付額、医薬品医療機器総合機構が医薬品副作用被害
救済制度に基づいて支払う救済給付額、新型インフ
ルエンザワクチンの予防接種で健康被害を受けた人
に支払う救済給付額をいずれも、医療を受けた日数
に応じて、現行の３万５７００円から３万５６００円に、３
万３７００円から３万３６００円に引き下げる。
　２０１１年の全国消費者物価指数の変動（対前年比マ
イナス０.３％）や人事院勧告（対前年比マイナス
０.２３％）に合わせて１２年度の給付額を引き下げるこ
とにした。施行日は１２年４月１日。
（３/２８MEDIFAXより）

予防接種制度の見直しでたたき台案／厚科
審・予防接種部会
　厚生労働省の厚生科学審議会・感染症分科会予防
接種部会（部会長＝加藤達夫・国立成育医療研究セ
ンター総長）は３月２９日、予防接種制度の見直しに
関する第２次提言の取りまとめに向けて、厚労省が
提示したたたき台案を議論した。厚労省は意見や指
摘を踏まえて修正案を作成し、次回の部会に提示す
る考えだ。
　厚労省がたたき台案で示した事項は▽予防接種の
総合的な推進を図るための計画（仮称）▽対象とな
る疾病・ワクチンの追加▽予防接種法上の疾病区分
▽ワクチン価格などの接種費用▽予防接種に関する
評価・検討組織―など。
　定期接種化が検討されている７ワクチンを仮に定
期接種化した場合の疾病区分についても議論した。
　現在の疾病区分の要件は、１類疾病が「①集団予
防効果の高い疾病②致命率が高く社会的損失の重大
な疾病」、２類疾病が「個人の発病・重症化の防止」
となっている。
　厚労省は前回の部会で７疾病のうち、Ｈｉｂ、肺
炎球菌（小児）、水痘、おたふくかぜの４疾病を１類
とし、ＨＰＶ感染症、Ｂ型肝炎、肺炎球菌（成人）
の３疾病を２類とする案を提示していた。
（３/３０MEDIFAXより）

予防接種制度の民主案、５月上旬にまとめ／
民主・小委
　民主党は５月上旬にも予防接種制度見直しについ
ての考え方をまとめ、同月に開かれる厚生労働省の
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予防接種部会に提出する。医療・介護ワーキングチ
ームの予防接種法小委員会（委員長＝仁木博文衆院
議員）が４月１０日の会合で確認した。
　厚労省の予防接種部会は、補正予算で公費助成し
ている子宮頸がん、ヒブ、小児用肺炎球菌の３ワク
チンを含む、任意接種の７ワクチンを定期接種化す
るかどうかなどを議論している。同小委では、予防
接種部会よりも幅広いワクチンを提言に盛り込む見
通しだ。会合後に取材に応じた仁木委員長は、定期
接種の対象にするワクチンについて、７ワクチンに
ロタウイルスを含む８ワクチンで提案する可能性に
言及した。（４/１１MEDIFAXより）

後発医薬後発医薬品品
後発品の効能違い是正をあらためて要請／厚
労省
　厚生労働省医政局経済課と医薬食品局審査管理課
は３月２９日付の通知で、後発医薬品各社に対し、２０１２
年度診療報酬改定で新たな後発品使用促進策が実施
されることを踏まえ、後発品の先発品との効能効果
などの違いを迅速に是正するようあらためて要請し
た。
　厚労省は０６年６月の通知で、先発品が効能追加を
した場合に後発品についても速やかに効能・効果を
同じにするよう求めている。また、１１年２月の通知
では、医療上の必要性が高い適応外薬と同じ成分の
後発品について、先発品と同時期の適応追加の公知
申請も促した。
　１２年度改定では、薬局での後発品への変更調剤が
進むよう、一般名処方加算の新設や後発品調剤体制
加算の見直しなどが実施されるが、先発品と後発品
の効能が異なると後発品への変更に支障が出る恐れ
があるため、あらためて効能違いの是正を求めるこ
とにした。（４/４MEDIFAXより）

国国　病病
国病・労災病院の設置法見直しへ／厚労省が
検討会設置
　厚生労働省は３月３０日に「国立病院及び労災病院
の新しい法人制度に関する検討会」（座長＝永井良
三・東京大大学院医学系研究科教授）の初会合を開
き、国立病院機構と労働者健康福祉機構の設置法見
直しに向けて議論を始めた。議論の結果を踏まえて

２０１３年の通常国会に改正法案を提出し、１４年４月か
らの新法人設立に備える。
　政府は１月２０日に独立行政法人見直しの基本方針
を閣議決定しており、両法人が担ってきた政策医療
を効率的に提供しながらも、国が適切に関与できる
経営体制への見直しを求めている。具体的には、国
民負担の最小化や、担わなければならない政策医療
および国との関係の明確化、目標管理システムの構
築、民間医療機関との役割分担、組織の肥大化を防
ぐための施策、財務状況の透明性確保策などの検討
を求めている。さらに、国病機構と労働者健康福祉
機構の連携を進めつつ、将来的には統合も視野に入
れて具体的な検討をすべきとしている。政府が突き
つけたこれらの諸課題に対して、検討会で具体的な
議論を行うことになる。（４/２MEDIFAXより）

機器価機器価格格
機器の内外価格差解消へ対策チーム／小宮山
厚労相
　小宮山洋子厚生労働相は３月１６日の参院予算委員
会で、医療機器の内外価格差是正に向けた対策チー
ムをつくる方針を示した。民主党の大久保勉氏の質
問に答えた。
　大久保氏は、ＰＴＣＡカテーテル、冠動脈ステン
ト、ペースメーカーを例に挙げ、日本の医療機関は
海外先進国と比べ数倍の値段で医療機器を購入して
いると指摘。内外価格差を是正することで、医療費
の適正化ができるという主張を展開した。厚労省か
らの医療機器関連団体への天下りも問題視した。
　内外価格差について、厚生労働省の大谷泰夫医政
局長も答弁。３品目の保険償還価格を仮に欧米先進
国並みにすると、３品目総額の価格差は「８０億円程
度になると推計される」と述べた。
（３/１９MEDIFAXより）

医療事医療事故故
１１年の年間事故報告、過去最多／評価機構、
任意参加の報告は減
　２０１１年の１年間に日本医療機能評価機構に報告の
あった医療事故報告件数が２４８３件で過去最多となっ
たことが、同機構が３月２２日に公表した「医療事故
情報収集等事業 第２８回報告書」で分かった。ただ、任
意参加の医療機関からの報告は３１６件で、１０年の５２１
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件より減少した。同機構は「任意参加医療機関数は
増加している。『参加』の次は『報告』。報告範囲に
該当する事例の適切な報告に引き続き協力してほし
い」としている。
　１１年１０－１２月に、報告義務のある医療機関から５０１
件、任意参加の医療機関から７９件、合わせて５８０件の
医療事故報告があった。報告義務のある医療機関か
ら報告があった事故（５０１件）を概要別に見ると、
「療養上の世話」が２２８件で最も多く、「治療・処置」１２１
件、「薬剤」３９件などだった。事故の程度については
「障害残存可能性あり（低い）」が１４１件で最も多く、
「障害残存可能性なし」１３７件、「障害なし」１００件、
「障害残存可能性あり（高い）」６０件となった。「死
亡」も３８件あった。
　ヒヤリ・ハット事例収集・分析・提供事業では、
１０－１２月に参加医療機関１０５１施設のうち４５６施設か
ら１５万９１１５件の報告があった。うち「薬剤」に関す
る発生件数が５万２２６６件で最も多く、次いで「療養
上の世話」３万８０１３件、「ドレーン・チューブ」２万
５７２８件などだった。（３/２３MEDIFAXより）

死因究死因究明明
死因究明、遺族の承諾なしで解剖可能／与野
党で議員立法
　警察が取り扱う遺体の解剖率が諸外国に比べて低
調で、犯罪行為の見逃しにつながる恐れが指摘され
た死因究明制度の体制強化に向け、民主、自民、公
明の３党は今国会に議員立法の関連法案を提出する
方針を固めた。
　提出を予定する法案は、取り組みを推進する基本
理念を明記した「死因究明等の推進に関する法律案」
（推進法案）と、具体的な実務を盛り込んだ「警察等
が取り扱う死体の死因又は身元の調査等に関する法
律案」（調査法案）の２法案。（３/３０MEDIFAXより）

保険外サービ保険外サービスス
医療機関と民間企業の保険外サービスモデル
を検証／経産省
　経済産業省は、医療機関と民間企業が協働して地
域住民の生活を支援するために提供する保険外サー
ビスを“ヘルスケア産業”として位置付け、採算性
などを検証している。３月２１日に「医療・介護等関
連分野における規制改革・産業創出調査研究事業」

の２０１１年度報告会を開き、３カ年事業途中報告とし
て２年目の実績と、１２年度の計画の内容を初公開し
た。
　同事業では▽医療機関主体モデルによる医療・介
護周辺サービスの創出▽医療・介護周辺サービスの
創出のための基盤整備事業▽保険者機能強化に向け
たサービスの創出▽医療・介護・民間連携サービス
の創出―の４パターンで１２モデルを展開している。
　医療機関が主体となって展開するモデルでは、病
院への来院予約に合わせた送迎システムと買い物、
外食サービスの組み合わせや、身体活動量を定量化
する「ＭＥＴｓ・時」の単位数ごとに民間の旅行会
社がツアーなどを商品開発する仕組みを紹介したほ
か、痩身エステの際に問診、体組織検査、血液検査、
栄養指導を実施するサービスの状況なども報告し
た。（３/２２MEDIFAXより）

震震　災災
全国１例目の福島市が延長せず／被災地の一
人訪看ＳＴ
　東日本大震災の被災地で特例的に認められている
訪問看護ステーション（訪看ＳＴ）の一人開業事業
所を全国で初めて登録した福島市が、特例期間が延
長されたにもかかわらず、登録期間を延長しなかっ
た。一人開業事業所の認可を受けていた「訪問看護
ステーションまごころサービス福島」は３月から介
護保険サービスを提供できない。福島市担当者によ
ると、市内に現在２３ヵ所ある通常の訪看ＳＴ全体で
利用者６０人程度をカバーできる余力があることが分
かったため、「まごころサービス福島」の利用者を通
常の訪看でみてもらうべきと判断したという。
（３/１４MEDIFAXより）

震災復興へ、７２０億円の３県配分額決定／再生
基金で厚労省
　２０１１年度３次補正予算で岩手・宮城・福島の３県
分として積み増した地域医療再生基金７２０億円（事業
期間は１５年度まで）について、厚生労働省が３県そ
れぞれに対する交付額を３月１３日までに決定し、各
県に通知したことが取材で分かった。１２０億円ずつ配
分した１０年度補正予算による再生基金（事業期間は
１３年度まで）と合わせた３県の合計額は１０８０億円。
今回の決定を受け、３県は本格的に医療復興を進め
る方針だ。（３/１９MEDIFAXより）
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医師不足解消へ規制緩和／福島県、特区を申請
　原発事故の影響で医師の流出に拍車が掛かった福
島県は４月６日、医師の配置基準などを緩和する「保
健・医療・福祉復興推進特区」を県全域で認可する
よう福島復興局（福島市）に申請した。原発に近い
沿岸部を中心に、医師不足や高齢者福祉サービスの
低下が懸念されることから、少ない医師数でも対応
できるようにするのが狙い。
　復興局を訪れた村田文雄副知事は「地域医療再生
と高齢者福祉充実のため、特区認定で少しでも状況
を改善したい」と話し、今後は医療従事者の育成に
力を入れていく考えを示した。
　今回申請した特区が認められると、病院の運営は
１施設当たりの医師配置数が現行法より１割少なく
ても可能になるほか、訪問リハビリテーション事業
所の開設主体も、病院や診療所だけでなく、社会福
祉法人や民間非営利団体（ＮＰＯ）に広げられる。
　福島県では１３８病院の常勤医が２０１１年１２月１日時
点で１９４２人と、原発事故直前から７１人減少。地域に
よっては医療、福祉サービスに支障が出ている。
（４/１０MEDIFAXより）

宮城の医療特区を認定
　復興庁は４月１０日、宮城県が提出していた「保健・
医療・福祉復興推進計画」を東日本大震災復興特区
に認定した。
　被災地での医療サービスを充実させるため、医療
機器を製造販売する責任者の資格要件や、介護施設
への医師の配置基準などを緩和する。復興特区はこ
れで計１１件となった。（４/１１MEDIFAXより）

被ば被ばくく
国の責任で健康調査／野党６党が法案提出
　自民、公明など野党６党は３月２９日、東京電力福
島第１原発事故を受け、福島県など周辺住民の長期
的な健康調査を国の責任で行う「健康調査実施法案」
を参院に提出した。
　健康調査は自治体側が実施しているが、法案では
国が基本方針を策定して費用負担や技術的援助を
し、調査は自治体側に委託する。調査結果を放射線
被ばく医療などに反映させることも明記した。
（４/２MEDIFAXより）

自立支自立支援援
障害者自立支援法改正案を閣議決定／政府
　政府は３月１３日、障害者自立支援法改正案を閣議
決定した。名称を「障害者総合支援法」に変更し、
難病患者も障害福祉サービスの対象に加えることな
どを盛り込んだ。
　小宮山洋子厚生労働相は閣議後の会見で、自立支
援法を廃止しなかったことなどに障害者団体や違憲
訴訟原告団・弁護団の間から反発があることについ
て「障害者団体の中でもいろいろな考えがあり、多
くは納得いただいていると思っている」との見方を
示した。今後も関係者の意見を聞きながら支給決定
の在り方などの課題に取り組む考えを示し、「段階的
に（改革に）取り組むという約束の第一段階と思っ
ている」と述べた。（３/１４MEDIFAXより）

特定行特定行為為
看護業務実調２０３項目など仮分類へ／看護業
務検討ＷＧ
　厚生労働省の「チーム医療推進のための看護業務
検討ワーキンググループ」（ＷＧ、座長＝有賀徹・昭
和大医学部救急医学講座教授）は３月２３日、特定行
為の範囲の明確化や医行為の分類に向けて、看護業
務実態調査の２０３項目などを精査しながら、仮の分類
案を作っていくことで一致した。
　厚労省がこれまでに示した「たたき台」では、「行
為の難易度」を縦軸、「判断の難易度」を横軸に置い
た上で、行為・判断の難易度をそれぞれ段階分けし
▽絶対的医行為（行為・判断の難易度が著しく高い
もの＝医師のみが実施）▽特定行為Ｂ１（行為の侵
襲性が相対的に高く、行為の難易度が高いもの）▽
特定行為Ｂ２（行為を実施するタイミングなどにつ
いて判断の難易度が高いもの）▽一般の医行為（行
為の難易度、判断の難易度ともに看護師一般が実施
可能なもの＝看護師一般が医師の指示の下に実施）
―の４区分を設定。各医行為を分類する案を示して
いた。
　ＷＧでは、今後、医行為の分類に当たって２軸を
活用する方向で一致したものの、厚労省が各軸の段
階分けとして例示した「診療内容の決定に関わるレ
ベル（判断の難易度）」などは「目安として適してい
ない」とする意見が複数上がった。こうした意見を
踏まえ、今後、２０３項目の行為などで仮の分類を行い
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▽各行為の分類が適当か▽各軸の難易度の目安―に
ついて詰めていくことにした。
●「医行為」「診療の補助」の法令見解を整理
　厚労省はＷＧに「医行為」と「診療の補助」につ
いて法令上の考え方を整理し、報告した。▽「医行
為」＝医師の医学的判断をもってするのでなければ
人体に危害を及ぼし、又は危害を及ぼすおそれのあ
る行為で医師のみが行えるもの▽「診療の補助」＝
看護師の業務として医師（歯科医師）の指示の下に
行う医行為（歯科医行為）で看護師のみが行える―
と整理した。「絶対的医行為」は「当該行為が単純な
補助的行為の範囲を超えているか否か及び医師が常
に自ら行わなければならないほど高度に危険な行為
であるか否かに応じて判断する必要がある」とする
２００３年１月２８日の政府見解を示したが、星北斗委員
（星総合病院理事長）は「この見解は相対的医行為と
絶対的医行為を区別するラインに言及していない」
とし、定義として不明確だと指摘した。
●医行為の分類で意見書／日医・藤川常任理事
　チーム医療推進会議の藤川謙二委員（日本医師会
常任理事）はＷＧで医行為の分類に関する意見書を
提出した。意見書では、一般の看護師が診療の補助
として実施できる範囲を明らかにするために一つ一
つの行為を検討していくことは賛成とした上で、診
療の補助を「一般の医行為」「特定行為」に切り分け
ることで「一般の看護師の行う業務ではない」との
認識が広まる可能性があると危惧した。
（３/２６MEDIFAXより）

日日　医医
地域でかかりつけ医と精神科医の連携を／日
医・精神保健委
　日本医師会の三上裕司常任理事は３月７日の定例
会見で、うつ・自殺対策での具体的対応についてま
とめた「精神保健委員会（プロジェクト）答申」を
発表した。答申では、かかりつけ医が精神疾患につ
いて適切な知識を備えることや地域での精神科医療
機関との連携の必要性を指摘した上で、かかりつけ
医と精神科医の円滑な連携が可能となる診療報酬体
系が整備されるべきとした。（３/８MEDIFAXより）

移植医療めぐる生命倫理で答申／日医・第１２
次生命倫理懇
　移植医療をめぐる生命倫理について検討を行った

日本医師会の第１２次生命倫理懇談会（座長＝髙久史
麿・日本医学会長）が報告書をまとめ原中勝征会長
へ答申した。答申では「脳死と臓器移植」「組織移
植」「生体臓器移植」の３分野について、現状や問題
点を分析し解決策をまとめた。
　改正臓器移植法が２０１０年７月に全面施行され、小
児からの脳死下臓器提供も可能となった。答申では
小児臓器移植に関して▽脳死判定の困難さ▽児童虐
待▽小児の自己決定権―の問題点を指摘。また、知
的障害者は年齢にかかわらず臓器摘出を見合わせる
こととしている点について、今後、正面から検討す
べきとした。
　現在、日本では「心臓弁・血管」「骨」「皮膚」「膵
島」の組織バンクがあり、各組織の個々の専門医や
施設の取り組みをベースとして学会レベルで全国的
な整備と充実を図っている。答申では、自主的努力
には限界があり、公的経済的支援の拡充が必要であ
るとして、組織移植も臓器移植法の対象に含める法
改正を検討すべきとした。
　生体臓器移植に関しては「国内の臓器売買につい
て厳正に対処すべき」とした上で、「日本が生体移植
や再生医療の規制の緩い、倫理の回避地として利用
される危険性が高まっている。日医は各方面と連携
し、一層適切に取り組むことが求められる」と提言
した。（３/８MEDIFAXより）
●「人体の不思議展」で見解
　また、答申には「人体の不思議展」に関する見解
も付記されている。遺体の扱いにおいて人の尊厳に
反する同展は倫理的に認められないとし、人の尊厳
を侵すのはどのような場合か社会に問題を提起し、
議論を喚起して、明確なルールを定める新たな立法
を考えていく必要があると指摘している。

ＴＰＰ参加に「全面的反対」／日医が危機感
　日本医師会は３月１４日、環太平洋連携協定（ＴＰ
Ｐ）への日本の参加に「全面的に反対する」と表明
した。これまで日医は政府に対して公的医療保険制
度の除外を求め、「協定の枠組みそのものを否定して
いるわけではない」との見解を示していた。公的医
療保険の除外を確約しない政府の対応に危機感を強
め、反対の立場をより明確にした形だ。定例会見で
中川俊男、羽生田俊の両副会長が趣旨を説明した。
（３/１５MEDIFAXより）
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「医療基本法」の草案を提言／日医・医事法検
討委
　日本医師会の医事法関係検討委員会は「医療基本
法」の草案を盛り込んだ答申をまとめ、原中勝征会
長に答申した。３月２８日の日医定例会見で報告した
今村定臣常任理事は「日医としての公式見解をまと
める際の基本としたい」と述べた。国民的議論を行
い、国民・国会議員に理解を得た上で「早期に法案
としたい」とした。
　草案は医療の基本理念と原則を定めたほか、国・
地方公共団体の責務、医療に関する施策の基本的事
項、医療提供者・医療を受ける国民の役割を明確化
した。国民が安心、安全な医療を受ける権利を持ち、
医療提供者と患者らの信頼関係に基づいた医療を実
現することを目的とした。
　医療提供者の責務では、患者に説明し、同意を得
て医療を提供することを定めた。守秘義務や最善の
医療を提供する義務なども盛り込んだ。患者らの権
利と責務では、医療提供者から説明を受けた上で主
体的に判断する権利があるとしたほか、診療に協力
する義務、秩序ある受療をする責務なども掲げた。
　答申では今後の課題もまとめた。医療基本法が対
象とする範囲や医療関係者・患者の権利や責務につ
いての規定の在り方などが議論されるべきとした。
（３/２９MEDIFAXより）

看護師特定認証「弊害が大きい」／日医・看
護職員検討委が答申
　日本医師会の看護職員検討委員会はこのほど「看
護職員をめぐる諸課題への対応―チーム医療におけ
る看護職員の業務のあり方について―」の答申をま
とめ、原中勝征会長に報告した。答申では主に「看
護職員養成」と「看護師特定能力認証制度」をまと
めた。日医の藤川謙二常任理事が３月２８日の定例会
見で報告した。
　看護職員養成では▽看護師等養成所運営費補助金
の増額・早期交付▽入学時の定員緩和▽医師会立看
護師等養成所の実習施設確保▽母性・小児看護学の
実習先確保―など現状の問題点を指摘し、早急な改
善を厚生労働省に求めていくべきとした。
　看護師特定能力認証制度に関しては「看護師が実
施できる医行為を拡大することが、チーム医療の推
進になるとは到底思われない」とした上で、現在、
一般看護師が行っている「療養上の世話」「診療の補
助」をレベルアップしていくことがチーム医療の質

の向上や患者のためになるとした。さらに制度の創
設で、看護師制度の複雑化や診療報酬上の評価など
の問題が浮上してくるとした。藤川常任理事は会見
の中で「看護師という国家資格の上に、国による認
証制度を設けることは弊害が大きく反対と結論付け
ている」とした。（３/２９MEDIFAXより）

医療機関で労働時間ＧＬの策定を／日医委員
会が提言
　日本医師会の「勤務医の健康支援に関するプロジ
ェクト委員会」はこのほど報告書をまとめ、個々の
医療機関で勤務医の労働時間ガイドライン（ＧＬ）
を策定するよう提言した。ＧＬの在り方にも触れ、
原中勝征会長に答申した。
　ＧＬの作成で考慮すべき点を７点にまとめた。複
合的なチームをつくって取り組むことが重要とし、
安全衛生委員会などの会議を活用することも提言し
た。現状把握、対策立案、実施、見直しを段階的に
行うことが必要とし、労働基準法に基づいた労働時
間の見直しも行うべきとした。健康管理体制の再検
討なども重要と強調した。（３/２９MEDIFAXより）

初の決選投票、横倉氏が引き離し勝利／日医
会長選
　日本医師会は４月１日の代議員会で会長選挙を行
い、新会長に日医副会長の横倉義武氏を選出した。
横倉氏、日医会長の原中勝征氏、京都府医師会長の
森洋一氏が立候補した３つどもえの会長選は、１回
目の投票で決着がつかず初の決選投票にもつれ込ん
だ。横倉氏は地元の九州をはじめ、東京、大阪、愛
知などを基盤に支持を広げ接戦を制した。横倉新会
長は代議員会終了後の挨拶で「日医を強くできるよ
うにオールジャパンの体制を組む」と述べ、１つの
日医をつくると強調した。
　今回の会長選は定款改正後、初めての選挙。当選
には有効投票総数の２分の１以上の得票が必要だっ
た。１回目の投票では横倉氏が１５４票、原中氏が１３７
票、森氏が６５票で、有効３５６票、無効１票の過半数
１７９票を獲得した候補者がいなかったため、横倉氏と
原中氏による決選投票となった。結果は横倉氏が１９２
票、原中氏が１６４票で、１回目より票差を広げ横倉氏
が原中氏を引き離し勝利した。
●副会長に今村・中川・羽生田氏
　定数３人に対して４人が臨んだ副会長選は、日医
常任理事の今村聡氏が２８６票でトップ当選を果たし
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た。日医副会長の中川俊男氏が２７６票、日医副会長の
羽生田俊氏が２２０票を獲得し、旧執行部内の３氏が当
選した。（４/２MEDIFAXより）

そのその他他
レセ情報提供で法整備の必要性指摘／有識者
会議で厚労省
　保険請求に用いるレセプトデータを疫学研究など
に転用するため、データ提供の指針作りや審査など
を行っている厚生労働省の「レセプト情報等の提供
に関する有識者会議」は３月７日、今後のレセプト
データ提供の在り方やスケジュールなどを審議し
た。厚労省は研究テーマの優先順位付け案や、法整
備の必要性なども示した。（３/８MEDIFAXより）

医療法人の役員兼務・融資など条件明確化／
社保審・医療部会
　厚労省の社会保障審議会・医療部会は３月７日、
医療法人への規制について審議し、他法人と役職員
が兼務できる条件の明確化や他医療法人への融資・
与信を行う場合の条件について事務局の提案を了承
した。ただ、議題となった医療法人の合併について
は、現行法令では持ち分ありの医療法人同士が合併
してできる新たな社団医療法人は「持ち分あり」と
して存続が認められることから、新たに設立する医
療法人に持ち分を認めないとした第５次医療法改正
での規定と整合が取れないとして、継続審議するこ
とになった。（３/８MEDIFAXより）

医療法人の合併手続き迅速化へ／社保審・医
療部会
　医療法人の規制見直しについて審議した３月７日
の社会保障審議会・医療部会で、厚生労働省医政局
指導課は医療法人の合併手続きについて、合併を認
可する都道府県医療審議会の下に部会を置き、随時
開催とすることで手続きの迅速化を図る考えを示
し、医療部会も了承した。社団医療法人や財団医療
法人の合併ルールを通知で明記することについても
了承した。
　厚労省は医療法人の合併手続きを迅速化するた
め、都道府県の医療審議会への意見聴取義務を廃止
することを検討していたが、都道府県からは「設立・
解散といった医療法人の他の手続きとの整合性がな
い」「合併は地域医療・医療計画への影響があるため、

医療審議会の意見を聞くことは重要」などと反対が
強かった。このため、医療審議会に医療法人部会を
設置して随時開催とする対応などによって実態に応
じた運営を行うよう都道府県に求めることとした。
（３/８MEDIFAXより）

地域医療機能推進機構、１４年４月に発足／政
令を決定
　政府は３月９日の閣議で、２０１１年６月に成立した
年金・健康保険福祉施設整理機構（ＲＦＯ）法改正
法の全面施行日を１４年４月１日とする政令を決定し
た。全面施行と同時に、社会保険病院や厚生年金病
院の整理合理化を目的としていたＲＦＯは、病院運
営などを手掛ける地域医療機能推進機構に移行す
る。（３/１２MEDIFAXより）

地域医療再生計画、有識者が追跡・検証へ／
厚労省
　厚生労働省は３月１２日、「地域医療再生計画に係る
有識者会議」を開き、２００９年度補正予算で実施して
いる地域医療再生計画（１３年度までの５カ年計画）
について、有識者委員が各都道府県の事業成果をヒ
アリングし、事業の進み具合をフォローアップする
ことを決めた。
　会議では、地域医療再生基金の予算枠内で計画の
変更を申請した山形・神奈川・福井・京都の４府県
から変更点や理由も聴取し、変更内容をおおむね了
承した。ただ、神奈川県が変更を求めた「東洋医学
と西洋医学の融合」の計画への追加は、地域医療再
生の趣旨から外れるとして認めなかった。
（３/１３MEDIFAXより）

意欲ある６５歳以上は支え手に／内閣府検討会
が報告書
　内閣府は３月１４日、高齢社会対策大綱の見直しに
向けて議論していた「高齢社会対策の基本的在り方
等に関する検討会」の報告書を公表。６５歳以上の人
の暮らし方が多様化する中、年齢で一律に「高齢者」
とくくる考え方には無理が生じているとし、意欲と
能力のある６５歳以上の人に、超高齢社会の支え手と
して活躍してもらう必要があると指摘している。
（３/１５MEDIFAXより）
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「地域医療の支援」とは何か、要件見直しへ
／厚労省検討会が初会合
　厚生労働省の「特定機能病院及び地域医療支援病
院のあり方に関する検討会」は３月１５日、初会合を
開き、医療法に規定されている特定機能・地域医療
支援の２つの病院体系の在り方を見直す議論を本格
的にスタートさせた。構成員からは「地域医療を支
援する」とは何かを明確にすべきとの意見が相次い
だ。
　地域医療支援病院は、２０１２年１月１日現在、全国
で３８６病院が都道府県知事の承認を受けている。厚労
省は見直しの論点として▽機能強化のための承認要
件▽承認後のフォローアップ―を挙げた。承認要件
の見直し例として▽紹介率や算定式の見直し▽退院
調整部門の設置▽地域での情報発信▽医療機器共同
利用の実績▽重症救急患者の受け入れ実績▽地域の
医療従事者の研修実績―を示した。
　一方、特定機能病院の承認要件見直しで、厚労省
は▽総合的な対応力、専門性の高い医療を提供する
ための承認要件▽紹介制を高めるための紹介率・算
定式▽論文の質の評価▽人材養成の体制確保―を論
点として提示した。要件に「教育」の観点を含める
よう求める意見が複数上がった。特定機能病院は１２
年２月末現在、８４病院。大学病院８０カ所に加え、国
立がん研究センター中央病院、国立循環器病研究セ
ンター、大阪府立成人病センター、がん研究会有明
病院が厚生労働大臣から承認を受けている。
（３/１６MEDIFAXより）

地域保健に“ソーシャル・キャピタル”活用
を／厚労省検討会
　厚生労働省は３月１６日の地域保健対策検討会に、
学校や企業などの既存ネットワークを「社会的資源
（ソーシャル・キャピタル）」として捉え、地域保健
対策に活用すべきとする報告書のたたき台を示し
た。次回の検討会で報告書を取りまとめ、「地域保健
対策の推進に関する基本的な指針」の見直しにつな
げる。
　ソーシャル・キャピタルは、人的資源や物的資源
と並ぶ新たな概念で、近年ではＮＰＯ法人やボラン
ティア組織、自治会、学校や企業などの既存ネット
ワークを「社会的資源」として活用しようという考
え方。人口構造の急激な変化や、住民ニーズの多様
化に対応するため、地域保健体制の整備でもソーシ
ャル・キャピタルの有効活用を盛り込んだ。厚労省

は具体的な方策として、保健活動推進員や食生活改
善推進員といったソーシャル・キャピタルの核とな
る人たちと協働しながら地域の健康づくりに取り組
むことなどを論点案として提示。地域の保健担当部
局が学校保健委員会などに積極的に加わることなど
も提案した。（３/１９MEDIFAXより）

初の「子ども療養支援士」誕生／子ども療養
支援協会が認定
　病児の心のケアを担う専門職の「子ども療養支援
士」が日本で初めて誕生した。子ども療養支援協会
（代表＝藤村正哲・大阪府立母子保健総合医療センタ
ー総長）が３月１７日、２０１１年度から始まった認定コ
ースの研修修了式で伊藤智美さんと才木みどりさん
の２人を認定した。
　米国にはチャイルド・ライフ・スペシャリスト（ＣＬＳ）、
英国にはホスピタル・プレイ・スペシャリスト（ＨＰＳ）
の専門職があり、専門職養成のための教育制度や認
定制度が確立している。藤村代表によると、日本の
病院でもＣＬＳが２０数名、ＨＰＳが数名活動してい
るという。
　子ども療養支援士は子ども療養支援協会が創設し
た民間の資格。認定コースでは大卒者以上を対象と
し、ＣＬＳ・ＨＰＳが活動する医療施設で７００時間の
実習などを受ける。（３/２１MEDIFAXより）

障害福祉サービス、営利法人も貸し付け対象
に／政令案を閣議決定
　政府は４月６日、独立行政法人福祉医療機構が行
う資金貸し付け業務について、営利法人が運営する
指定障害福祉サービスを対象に加える「独立行政法
人福祉医療機構法施行令の一部を改正する政令案」
を閣議決定した。多様な経営主体の参加を可能にし、
サービス量の増加を図る。同日、公布し施行した。
　同政令案では、福祉医療機構が行う資金貸し付け
業務の対象となる指定障害福祉サービス事業者に該
当する法人の範囲を「医療法人、一般社団法人もし
くは一般財団法人または特定非営利活動法人」から
「法人」に改めた。これにより、営利法人も対象とな
った。
　併せて、貸し付けを受けられる対象に「障害児通
所支援事業」を行う法人を追加した。
（４/９MEDIFAXより）
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「認定介護福祉士」養成の在り方で中間まと
め／日本介護福祉士会
　日本介護福祉士会（石橋真二会長）は４月１０日、
２０１１年度の厚生労働省老人保健事業推進費等補助金
事業として設置した「認定介護福祉士（仮称）の在
り方に関する検討会」の中間まとめを同会のホーム
ページで公開した。厚労省が介護福祉士の上級職と
して想定している認定介護福祉士を養成するための
研修領域、科目、内容、到達目標をまとめた計５００時
間程度の研修カリキュラムイメージも閲覧できる。
　同会はこの中間まとめと研修カリキュラムに基づ
き、１２年度にモデル事業を実施して、研修の認証基
準、資格認定の方法や更新の在り方など、認定介護
福祉士制度の運営の仕組みを検討する。１３年度から
は本格的な研修をスタートさせ、できるだけ早期の
認定資格制度の開始を目指す。
　中間まとめでは、介護福祉士資格取得後のキャリ
アパスを▽技術志向▽教育・指導志向▽管理志向─
の３つに分け、認定介護福祉士は、事業所の管理者
や教育・指導者としての役割などを担うとした。認
定介護福祉士の要件には▽介護福祉士としての実務
経験７－８年以上▽介護サービスを提供するチーム
のリーダーとしての実務経験を有する▽居宅、居住
（施設）系サービス双方での経験―を挙げている。
（４/１１MEDIFAXより）

 

質向上と標準化へ議論開始／ケアマネあり方
検討会初会合
　厚生労働省は３月２８日、「介護支援専門員（ケアマ
ネジャー）の資質向上と今後のあり方に関する検討
会（座長＝田中滋・慶応大大学院教授）」の初会合を
開き、ケアマネジャーの質向上や、利用者の自立支
援のためのケアプランを作成するプロセス標準化な
どについて議論を開始した。
　会合で厚生労働省は、ケアマネジャーの現状と課
題として▽制度的位置付け▽機能的位置付け▽資格
要件▽研修体系―の４点に分けた資料を示し、自由
な議論を求めた。構成員からは▽ケアマネジャー
個々の力量のバラつきを解消するために研修体系を
整備▽保険者によるケアマネジャー支援、ケアプラ

ンチェックの標準化▽多職種が利用者のアセスメン
ト情報などを持ち寄るケア会議を実施するためのモ
デル構築▽ケアマネジメントの成果やケアマネジャ
ーの能力を評価する方法を確立▽２０２５年のケアマネ
ジャー必要数の試算▽主治医との連携強化―などの
意見が上がった。
　さまざまな視点で検証する際のポイントとして
「今後のケアマネジャーを養成するコースと、現任者
の質向上に向けた具体策と分けて考えたい」（木村隆
次構成員・日本介護支援専門員協会長）、「（ケアマネ
ジャー資格保有者が）５４万人もいれば（質の高い人
から低い人まで）“ピンキリ”で、今後は“キリ”の
方をどうするかだと思う」（筒井孝子構成員・国立保
健医療科学院統括研究官）、「能力の高い人がどのよ
うに養成されたかも分析すべき」（藤井賢一郎構成
員・日本社会事業大専門職大学院准教授）などの指
摘もあった。
●ケアマネと主治医の連携強化に問題意識
　会合では、ケアマネジャーと主治医の連携強化と
して、双方の業務を理解するための仕組みづくりと
ともに、主治医の在り方を併せて見直す必要性を指
摘する意見もあった。
　山田和彦構成員（全国老人保健施設協会長）は、
医師と医師が連携する場合でも相互の業務に対する
理解は不可欠と指摘し「医師だけの問題ではないが、
（医師の業務内容などを理解し）医師と連携するため
に（研修などで）どうすればいいのかなども一緒に
考えていただきたい」と述べた。池端幸彦構成員
（日本慢性期医療協会常任理事）の代理で出席した日
慢協の武久洋三会長は「介護保険の場は、９９％が慢
性期医療の現場だと思っており、慢性期医療科とか、
在宅療養科とか、そういう診療科目の先生が介護保
険に関わるべき」と述べ、主治医の意見書を書く人
をある程度限定すべきとの考えを示した。
（３/３０MEDIFAXより）

「サ高住」全都道府県で登録／８６３棟２万９７４２戸
　サービス付き高齢者向け住宅（サ高住）の登録が
全都道府県で出そろった。３月２９日午後１０時現在の
総登録数は８６３棟２万９７４２戸。登録戸数ベスト３は１
位が東京都の７８棟２８９２戸、２位が大阪府の５９棟２４５８
戸、３位が北海道の６１棟２２２７戸。家賃は沖縄の１.９万
円から大阪の３７万円までさまざまだ。国土交通省の
情報提供システムで閲覧できる情報を基に集計し
た。
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●提供サービスの差が大きい
　サ高住が提供するサービスメニューには、ばらつ
きがありそうだ。サ高住は、安否確認と生活相談が
必須サービスとして定められているが、食事の提供
や家事援助など、生活支援サービスの提供範囲はサ
高住ごとに異なっている。現在登録されているサ高
住では、食事の提供、入浴・排泄・食事等の介護、
調理・洗濯・清掃等の家事、健康管理など、複数の
サービスを組み合わせているケースが多い。フロン
トサービスや外出時の付き添い、室内運動を行うサ
高住もある。一方、安否確認と生活相談の必須サー
ビスのみの場合もある。
●医療法人の運営は１割、社福は０.６割
　サ高住の運営主体は、ほとんどが株式会社などの
営利企業が占め、医療法人による運営は全体の１割
程度にとどまっている。社会福祉法人はさらに少な
く、全体の０.６割程度となっている。
（３/３０MEDIFAXより）

介護保険料平均４９７２円／１９.５％増、２０１２－１４
年度
　２０１２年度から３年間の介護保険計画第５期で、介
護保険サービスを利用する１号被保険者が払う介護
保険料の全国平均月額は４９７２円になることが分かっ
た。０９－１１年度の第４期に比べて１９.５％増で、介護
保険制度スタート以来、増加が続いている。保険料
上昇抑制策として財政安定化基金を約５５０億円取り
崩す月額５２円の保険料軽減策などで、５０００円を超え
るとされていた大方の予想を下回った。厚生労働省
が３月３０日に発表した。
　介護１号保険料基準額の最高額と最低額、都道府
県単位の平均額も公表した。最高額は新潟県関川村
の６６８０円、最低額は北海道奥尻町と津別町、鹿児島
県三島村の２８００円。都道府県単位では、沖縄県が最
も高い５８８０円、栃木県が最も低い４４０９円となった。
●３３０保険者が１４年度に２４時間型
　１２年度から始まる２４時間型サービスと複合型の実
施見込み（３月２０日時点の暫定集計）についても公
表した。２４時間型は、１２年度中に１９０保険者が開始し、
１日当たりの対象者数は０.６万人となる見込み。１４年
度に３３０保険者まで拡大し、１日当たりの対象者数は
１.７万人を見込む。小規模多機能型と訪問看護を組み
合わせる複合型サービスの見込みは、１２年度１１０保険
者０.２万人で、１４年度は２３４保険者０.８万人（ともに１
日当たり対象者）。（４/２MEDIFAXより）

介護報介護報酬酬
１２年度介護報酬改定告示／厚労省
　厚生労働省は３月１３日、２０１２年度介護報酬改定を
官報告示する。１１年度末で終了する処遇改善交付金
を介護報酬内に取り込み「介護職員処遇改善加算」
を創設するほか、新たなサービスとして２４時間型や、
小規模多機能型居宅介護と訪問看護ステーションを
組み合わせる複合型のサービスに報酬を設定。一定
の研修を受けた介護職がたん吸引と経管栄養を実施
できる制度も創設する。また、介護報酬に地域ごと
の給与水準差を反映させる「地域区分」を、現行の
５区分から７区分に細分化する。国家公務員の地域
手当や診療報酬に合わせる形。
（３/１３MEDIFAXより）

 

１０年度の特定健診実施率は４３.３％／厚労省が
速報値公表
　厚労省は３月７日、２０１０年度の特定健診・保健指
導の実施状況（速報値）を公表した。特定健診の実
施率は４３.３％で、特定保健指導対象者で指導を終了
したのは１３.７％だった。
　特定健診の対象者数は約５２１９万人で、受診者数は
約２２５９万人。保険者の種類別に特定健診実施率を見
ると、最も高かったのは共済組合の７０.９％で、２番
目は組合健保の６７.６％。一方、最も低かったのは市
町村国保の３２.０％で、厚労省は「組合健保・共済組
合で高く、市町村国保、国保組合、全国健康保険協
会、船員保険で低い二極化の構造となっている」と
している。
　特定保健指導の対象者数は約４０６万人で、健診受診
者の１８.０％を占めた。特定保健指導の終了者数は約
５５.６万人だった。
　特定保健指導の対象者の基準の元となる内臓脂肪
症候群（メタボリックシンドローム）該当者と、内
臓脂肪症候群予備群の割合は２６.４％だった。
（３/８MEDIFAXより）
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「健康問題」が原因・動機のトップ／１１年「自殺
の状況」
　内閣府と警察庁は３月９日、「２０１１年中における自
殺の状況」を発表した。１１年中の自殺者数は３万６５１
人で、１０年に比べ１０３９人（３.３％）減少した。原因・
動機が特定できた自殺者の中では「健康問題」が１
万４６２１人と最も多く、そのうち「うつ病」が６５１３人、
「身体の病気」が４６５９人、「統合失調症」が１３１３人な
どと続いた。
　遺書などから原因・動機を特定できた自殺者は２
万２５８１人だった。内訳を見ると、最も多かった「健
康問題」以外に、「経済・生活問題」の６４０６人、「家
庭問題」の４５４７人、「勤務問題」の２６８９人などと続い
た。家庭問題では「家族の死亡」が５７３人、「介護・
看病疲れ」が３２６人だった。勤務問題では「仕事疲
れ」が７２３人、「職場の人間関係」が６５７人だった。
（３/１２MEDIFAXより）

助産師不足、なおも深刻／日産婦医会
　日本産婦人科医会の寺尾俊彦会長は３月１４日の定
例記者懇談会で、産科医療の崩壊は助産師不足が出
発点となったと強調し「助産師を増やすように国に
働き掛けてきたが、分娩取り扱い施設で働く助産師
はなかなか増えない」と窮状を訴えた。日産婦医会
は助産師養成所を有効に活用すべきだとしている。
　厚生労働省の「第七次看護職員需給見通しに関す
る検討会」が２０１０年１２月に取りまとめた報告書によ
ると、助産師充足率の全国推計は１１年で９４.４％（１８００
人不足）、１５年で９８.６％（５００人不足）と見通してい
る。これに対し、日産婦医会が０５年１２月に分娩施設
を対象に実施した調査では、充足率は４６.７％（病院
６１.３％、診療所３５.６％）にすぎず、開きが出ている。
（３/１５MEDIFAXより）

改革実施で２５年度の給付費１４８.９兆円／社会
保障費推計を改定
　厚生労働省は新しい人口推計と経済見通しを踏ま
え、政府が２０１１年６月にまとめた社会保障費用の将
来推計を改定し、３月３０日に結果を公表した。１１年
６月推計の段階では１５１.０兆円となる見通しだった
２５年度の社会保障給付費は１４８.９兆円になるとした。
　今回の１２年３月推計によると、１２年度に１０９.５兆円
（ＧＤＰ比２２.８％）の給付費について一定の制度改革
を進めた場合、２５年度に１４８.９兆円（ＧＤＰ比２４.４％）
となる。１４８.９兆円の内訳は年金が６０.４兆円（ＧＤＰ

比９.９％）、医療が５４.０兆円（ＧＤＰ比８.９％）、介護が
１９.８兆円（ＧＤＰ比３.２％）、子ども・子育てが５.６兆
円（ＧＤＰ比０.９％）、その他が９.０兆円（ＧＤＰ比
１.５％）。
　医療と介護の重点化・効率化を行わず、現状を投
影することを前提に推計した場合、２５年度の給付費
は１４４.８兆円（ＧＤＰ比２３.７％）となる。うち、医療
が５３.３兆円（ＧＤＰ比８.７％）、介護が１６.４兆円（ＧＤ
Ｐ比２.７％）。
　１１年６月に政府の「社会保障改革に関する集中検
討会議」がまとめた社会保障改革案の「社会保障に
係る費用の将来推計について」（参考資料）をベース
に、１２年１月に国立社会保障・人口問題研究所が公
表した人口推計と、内閣府が公表した経済財政の中
長期試算を踏まえて将来推計を改定した。
（４/２MEDIFAXより）

黒字病院３７.７％、前年比１.７ポイント減／１１年
の病院運営調査
　全国公私病院連盟と日本病院会はこのほど、２０１１
年６月を対象に実施した「病院運営実態分析調査の
概要」を発表した。１１年６月単月の収支差に基づく
黒字病院の割合は３７.７％で、前年と比べ１.７ポイント
減少した。
　自治体からの一般会計繰り入れなどは総収益から
除外している。開設者別の黒字病院割合は自治体病
院は１５.４％、その他の公的病院は６６.３％、私的病院は
６４.９％となった。
　１１年６月の１００床当たり医業収益は１億６３５９万
３０００円（前年６月比４.１％増）に対し、医業費用は１
億６８４１万９０００円（同４.４％増）で、医業損益差額は４８２
万６０００円の赤字。赤字額は前年（４１２万４０００円）より
若干増加した。医業収益のうち入院収入は１億９３１万
７０００円（同３.６％増）、外来収入は４８２７万３０００円（同
６.３％増）だった。医業費用に占める給与費の割合は
５３.９％で前年より０.１ポイント減った。
　両団体の会員３１９９病院に調査票を送り、回答のあ
った９９３病院分を分析した。（４/３MEDIFAXより）
 

 

　記事文末に（MEDIFAXより）と記載しているものは、 
契約に基づき株式会社じほう発行の「MEDIFAX」より転
載・一部改変を許諾されたものです。 
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第１５４号２６

　野田内閣は、「社会保障と税の一
体改革」の実現に邁進しています。
政府は、菅内閣でつくられた一体
改革「成案」を補強修正して１月
６日に「素案」を発表しましたが、
２月１３日には、「素案」をほぼその
まま「大綱」にして閣議決定した
うえで、３月下旬には、一体改革
法案を通常国会に提出し、強行を
はかると公言しています。
　野田一体改革「素案」の第１の
特徴は、消費税引き上げの口実を、
“日本は今や超高齢化社会＝「肩車
社会」になり、高齢者を現役世代
では支えられない、高齢者の給付
を減らし負担を重くさせなければ
社会保障は持続できない”という
１点に絞って、消費税引き上げを
国民に呑ませようとしていること
です。この議論のまやかしについ
ては前回論じましたが、マスコミ
が連日この種のキャンペーンを張っ
ていることはご承知のとおりです。

 

　一体改革「素案」の第２の特徴
は、社会保障についても、その圧
縮のための新たな仕組み

・・・・・・
を打ち出

していることです。
　民主党政権の推進する一体改革
が、自民党政権時代の福田内閣期
にそれが提起されたときにもって
いた、“社会保障の「機能強化」を
はかる代わりに消費税引き上げ
を”、という「一体」から、“社会
保障の持続可能性のためには、社
会保障費の伸び率の抑制と消費税
増税が両方必要だ”という「一体
改革」に変質したという点は、前々
回に検討しました。「成案」「素案」
で示された社会保障構造改革の性
格も、この特徴をいっそう明確に
しています。その新たな仕組みを
ひとことで言えば、社会保障に関
する国の責任を外す

・・・・・・・
ことによって、

社会保障需要の増大にともなう公
費の増加を抑制しようというもの
です。これが「素案」全体を貫く
基調となっています。
　公的責任を回避するため、菅内
閣の出した一体改革「成案」は、
社会保障概念の新自由主義的改変
をはかりました。そこでは、社会
保障は「自助」を基本とし、生活
や健康リスクを国民間で分散する
「共助」で補完し、それでも対応で
きない一部国民に対してのみ「公
助」をおこなうとし、公の責任を
小さく限定したのです。つまり、
社会保障の中心は「自助」と「共
助」が「基本」だというのです。
しかも、日本の社会保障で重要な
役割を担っている、医療・年金・
介護などの社会保険は、「公助」で
なく「共助」だと言いきっている
のです。
　ここには社会保障についての二

・

重の歪曲
・・・・

があります。１つは、こ
れが憲法２５条の保障している社会
保障を矮小化しているという点で
す。社会保障とは、資本主義生産
が、疾病・傷害・失業や貧困とい
った、「自助」でも「共助」でも回
復できない深刻な困難を生みだし
たことに対し、企業の負担や公的
責任によって人間らしい生活を保
障すること、つまり「公助」にほ
かなりません。それなのに、「自助」
「共助」を持ち出すのは、企業や
国・自治体の責任を回避して、そ
の負担を軽減しようという意図か
らにほかなりません。
　２つめの歪曲は、「成案」が、社
会保険を「共助」に入れているこ
とです。たしかに、医療保険など
社会保険は、歴史的には労働者の
共済保険などの「共助」を１つの
起源にしていますが、それが「社
会」保険として社会保障の柱とな
ったのは、たんなる「国民全体の

[一橋大学名誉教授]
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ることを約束していることです。
第３に、その代わり、消費税の１０％
への引き上げはあくまで当面のこ
とで、今後も５年ごとに見直して
継続的に上げていくことを法案の
附則に明記するとまで言っていま
す。

 

　こう見てくると、一体改革が、
国民の不満や運動の力で政権交代
が実現し、いったんはスピードを
緩めた「構造改革」を再稼働させ
る焦点として出てきていることが
明らかです。なんとしてもこの策
動をＳＴＯＰさせ、その力で、も
う一度政治を構造改革の路線から
転換させる第１歩にする必要があ
ります。
　次回からは、大阪「橋下改革」
問題を検討しましょう。

されている「待機児
童」などなくなって
しまうのです。そし
て、国や市町村は、
総合施設に多様な事
業者・民間業者が入
りやすくなるよう、
指定基準も、保育所
についての施設整備
基準も緩めます。あ
とは保護者のみなさ
んが勝手に保育所は
見つけてくださいね、保育料の一
部は面倒見ますが、足りなければ
自分で費用は足してくださいね、
というわけです。保育所への事業
者の参入を促すには、大幅な規制
緩和がすすめられる一方、保育の
水準、保育士の労働条件のさらな
る悪化が進行することも間違いあ
りません。
　また、「素案」には、「成案」で
も言っていなかったことを付け加
えています。１つは、消費税引き
上げのため、「自ら身を切る改革」
が必要だという口実で、衆議院議
員比例定数８０削減や公務員の削減
を謳っていることです。これを機
会に、共産党や社民党など、構造
改革に反対する政党を議会から消
してしまえというわけです。
　また、第２に、「肩車社会」でお
カネがない、財政破綻だと国民を
脅しながら、何と大企業の法人税
は「４.５％」引き下げることを明記
し、「その後も引き続き」引き下げ

助け合い」ではなく、該当する国
民に加入を強制し、企業の負担と
国や自治体の責任で制度を運営す
る公的な仕組みとしたからです。
それをわざわざ、社会保険は「共
助」だと言うのは、歴史の逆行で
あり、医療や介護、年金への企業
や国の責任を縮小しようという意
図にほかなりません。
　さらに注目すべきことは、「国民
みんなの負担」という理屈を前面
に出すことで、社会保障は消費税
で担うのがふさわしいという口実
にしていることです。一体改革「成
案」が強調し、「素案」も打ち出し
ている、消費税の社会保障目的税
化も、同様の理屈で、社会保障を
消費税で担わせようというねらい
から出されているのです。

 

　一体改革における国や自治体の
責任回避は、各論でも貫徹してい
ます。一体改革の「現役世代重視」
策の目玉となっている「子ども・
子育て新システム」は、その典型
例です。くわしいことは別に勉強
していただくことにして、結論だ
けを見てみましょう。
　「新システム」は、保育を充実し、
幼保一体化で待機児童を解消する
などと言っていますが、とんでも
ありません。「新システム」の最大
の問題点は、保育についての国の
責任、市町村の保育実施義務をな
くして、保育を総合施設（幼保一
体施設）と保護者の直接契約に任
せてしまい、市町村の役割は、保
育にかかる費用の何割かを補助す
るだけにしてしまうという点にあ
ります。
　市町村は、保育に「欠ける」子
どもたちを「保育所において保育」
させる義務がなくなりますから、
保育しなければならないのに放置

クレスコ編集委員会・全日本教職員組合編集
月刊『クレスコ』４月号より転載（大月書店発行）

わたなべ・おさむ
１９４７年生まれ。専門は政治学、憲法、日本近代政治史。
著書に『新自由主義か新福祉国家か―民主党政権下の日
本の行方』（共著、旬報社）、『憲法９条と２５条・その力
と可能性』（かもがわ出版）、『構造改革政治の時代―小
泉政権論』（花伝社）、『憲法「改正」―軍事大国化・構
造改革から改憲へ』、『安倍政権論―新自由主義から新保
守主義へ』（旬報社）ほか多数。
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資料1

「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を
行うための消費税法等の一部を改正する等の法律案」の概要

　政府は３月３０日、消費増税等について定めた法案を閣議決定し、同日に衆議院に提出。○２０１４年４月に８％、１５年１０月に
１０％に引き上げ○消費税の収入は年金、医療、介護の社会保障給付と少子化対策経費に充てる○引き上げにあたっては、１１
年度から２０年度までの平均で経済成長率を名目３％程度、実質２％程度に近づける施策を実施○経済状況の好転を種々の経
済指標で確認し、経済状況等を総合的に勘案し、税率引き上げの停止を含め所要の措置を講ずる○「再増税条項」は削除―等。

■ 財務省　２０１２年３月３０日 ■
http://www.mof.go.jp/about_mof/bills/180diet/index.htm
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２０１１年度　第１９回　２０１２年３月１３日
Ⅰ．文書報告の確認
【総務部会】
１．前回理事会（２月28日）要録と決定事項の確認
２．週間行事予定表の確認
【経営部会】
１．保険医年金打ち合わせ会（３月６日）状況
【医療安全対策部会】
１．医療機関側との懇談（①２月28日②３月７日）
状況

２．京都府医師会との懇談（３月１日）状況（林副
理事長）

【政策部会】
１．出版編集会議（２月23日）状況
【保険部会】
１．保団連『点数表改定のポイント』第１次編集会

議（２月26日）状況確認の件
２．中医協答申説明会（第１次新点数検討会）（２月

25日）状況確認の件
Ⅱ．確認・承認事項
【総務部会】
１．総務部会（３月６日）状況確認の件
２．2011年度１月分収支月計表報告状況確認の件
３．京響メンバーによるサロンコンサート（２月26

日）状況確認の件
４．ワイン講座－ワインの楽しみ方－（２月26日）

状況確認の件
５．２月度会員増減状況確認の件
　　△2012年２月29日付会員数＝2481人（２月１日
～２月29日）

６．会員入退会及び異動（２月28日～３月13日）に
関する承認の件

７．未入会会員訪問（①２月13日②23日③25日）状
況確認の件

８．新規開業会員訪問（２月15日）状況確認の件
【経営部会】
１．第１回保団連共済制度運営委員会（２月26日）

状況確認の件
２．経営部会（３月６日）状況確認の件
【医療安全対策部会】
１．医療安全対策部会（３月６日）状況確認の件
２．和歌山協会向け医療安全研修会（３月８日）状

況確認の件

【政策部会】
１．３・３近畿総決起集会（３月３日）状況確認の

件
２．政策部会（３月６日）状況確認の件
３．保団連2012-2013年度第２回理事会（３月４日）状
況確認の件

４．『メディペーパー京都』（第2813号）、『京都保険
医新聞』（第2814号）合評の件

【保険部会】
１．保険部会（①３月２日②６日）状況確認の件
Ⅲ．開催・出席確認事項
【総務部会】
１．第１回コミュニケーション委員会開催の件
【医療安全対策部会】
１．医療機関側との懇談開催の件
【政策部会】
１．反核医師の会世話人会出席の件
Ⅳ．医療政策関連情勢
１．医療・社会保障をめぐるこの間の動き
Ⅴ．診療報酬関連情報
１．保険審査通信検討委員会（３月２日）状況確認

の件
Ⅵ．要討議事項
【政策部会】
１．宗川訴訟に対する会員窓口署名の協力依頼の件
Ⅶ．その他
１．「日本と京都のくらしと経済を語り合う懇談会」

開催広報の件
２．「東日本大震災復興祈願の夕べ」への賛同お礼の

件
　　《以上２３件の議事について承認》

２０１１年度　第２０回　２０１２年３月２７日
Ⅰ．文書報告の確認
【総務部会】
１．前回理事会（３月13日）要録と決定事項の確認
２．週間行事予定表の確認
３．第11回文化講座（３月11日）状況
【経営部会】
１．雇用管理相談室（３月15日）状況
２．傷害疾病保険審査会（３月19日）状況
３．金融共済委員会（３月21日）状況
【医療安全対策部会】
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協会だより（定例理事会要録から）



１．医療機関側との懇談（①３月13日②15日③16日
④19日）状況

２．法律相談室（３月15日）状況
３．医療事故案件調査委員会（３月23日）状況
４．医師賠償責任保険処理室会（３月26日）状況
【政策部会】
１．社保協運営委員会（３月15日）状況
【保険部会】
１．保団連『点数表改定のポイント』第２次編集作

業（３月７～14日）状況
２．保団連『点数表改定のポイント』第２次編集会

議（３月11日）状況
３．保団連第一次新点数検討会（３月20日）状況
４．保険講習会Ｂ（３月22日）状況
Ⅱ．確認・承認事項
【総務部会】
１．会員入退会及び異動（３月13日～３月27日）に
関する承認の件

２．会費免除申請の件
３．2011年度第11回正副理事長会議（３月８日）状
況確認の件

４．会員からのご寄付の報告の件
５．与謝・北丹医師会との懇談会（３月３日）状況

確認の件
６．相楽医師会との懇談会（２月25日）状況確認の

件
７．綴喜医師会との懇談会（３月10日）状況確認の

件
８．協会事務局労組から提出のあった「賃金等に関

する要求書」について
【経営部会】
１．京都選出民主党国会議員への消費税増税の中止

を求める緊急ＦＡＸ要請（３月21日）状況確認
の件

【政策部会】
１．臨時政策部会（３月11日）状況確認の件
２．第９回「人体の不思議展」を考える京都ネット

ワーク会議（３月21日）状況確認の件

３．京都社会保障推進協議会企画「社会保障丸ごと
学習会」への開催協力の件

４．福祉国家構想研究会・医療介護部会協会会議室
使用依頼の件

５．バイバイ原発３・10京都（３月10日）状況確認
の件

６．『京都保険医新聞』（第2815号）、『メディペーパー
京都』（第2816号）合評の件

【保険部会】
１．京都府生活保護医療機関個別指導立ち会い（２

月28日）状況確認の件
２．京都市生活保護医療個別指導立ち会い（２月29

日）状況確認の件
３．京都府理学療法士会「新点数説明会」講師派遣

の件
Ⅲ．開催・出席確認事項
【総務部会】
１．４月中の会合等諸行事及び出席者確認の件
２．各部会開催の件
３．地区懇談会開催の件
【医療安全対策部会】
１．患者側との懇談開催の件
２．医療機関側との懇談開催の件
Ⅳ．医療政策関連情勢
１．医療・社会保障をめぐるこの間の動き
Ⅴ．診療報酬関連情報
１．改定関連情報
Ⅵ．要討議事項
【総務部会】
１．協会会員（勤務医・研修医以外）の入会要件の

見直しについて
継続審議
【保険部会】
１．京都市が行う「生活保護法による指定医療機関

に対する実態調査」の実施に係る京都市通知（３
月21日）確認の件

　　《以上２６件の議事について承認》
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５月のレセプト受取・締切
10日木

労
災

10日木9日水
基金
国保

◎◎○★

※○は受付窓口設置日、 ◎は締切日。（★基金のみ受付）
　　受付時間：基金　午前９時～午後５時３０分
　　　　　　　国保　午前８時３０分～午後５時１５分
　　　　　　　労災　午前９時～午後５時
※労災については、 ４月より締切を１０日としていますが、 
２０１２年９月までは、 経過措置期間として従来通り１２日ま
で受け付けます。 
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5月の相談室
担当＝竹内建築士５月９日（水）午後２時～医院・住宅

新（改）築
担当＝三井生命ＦＣ
　　　（ファイナンシャルコンサルタント）５月１７日（木）午後１時～ファイナンシャル
担当＝江頭弁護士５月１７日（木）午後２時～法 律
担当＝河原社会保険労務士５月１７日（木）午後２時～雇 用 管 理
担当＝木谷税理士５月２３日（水）午後２時～経 営

開催日の２日前までに協会事務局へお申込み下さい。３０分間無料です。

各行事のお申込は、京都府保険医協会事務局（緯075  崖  212  崖  8877）まで。

楽楽楽楽楽楽楽楽楽楽楽楽楽楽楽楽楽楽楽楽楽しししししししししししししししししししししくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくく・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・わわわわわわわわわわわわわわわわわわわわわかかかかかかかかかかかかかかかかかかかかかりりりりりりりりりりりりりりりりりりりりりやややややややややややややややややややややすすすすすすすすすすすすすすすすすすすすすくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくく・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・たたたたたたたたたたたたたたたたたたたたためめめめめめめめめめめめめめめめめめめめめににににににににににににににににににににになななななななななななななななななななななるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるる楽しく・わかりやすく・ためになる！！！！！！！！！！！！！！！！！！！！！！

新しく医療機関に勤められた方のための研修会
日　時　① 〈１日目〉　5月15日（火）　午後２時～４時
　　　　② 〈２日目〉　5月17日（木）　午後２時～４時
場　所　京都府保険医協会　会議室（P.34参照）
講　師　〈１日目〉保険医協会医療安全対策部会副理事長　林　一資氏
　　　　　　　　 保険部会理事　田中 正明氏
　　　　〈２日目〉元日本航空客室乗務員　茂木 治子氏
内　容　〈１日目〉「医事紛争から見た医療従事者としての心構え」
　　　　　　　　 「知っておきたい保険基礎知識（請求留意事項）」

　　　　〈２日目〉「医院・診療所での接遇マナー研修・初級編」
対　象　新入職員、研修会はじめての方
定　員　40人（要申込）　　　　協　賛　有限会社アミス

申込後にキャンセル
する場合も、ご連絡
をお願いします。

日　時　5月19日（土）　午後２時～５時
場　所　京都府保険医協会　会議室（P.34参照）
内　容　①「雇われる立場」から「雇う立場」へ　～始めが肝心！スタッフ雇用の留意点～
　　　　　　ひろせ税理士法人／株式会社ひろせ総研　特定社会保険労務士　河原 義徳氏
　　　　②先輩開業医からのアドバイス
　　　　③地区医師会への入会手続き、保険医協会の共済制度について
参加費　会員：無料、非会員：2,000円
定　員　30人（要申込）　　　　共　催　有限会社アミス

開開開開開開開開開開開開開開開開開開開開開業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業ににににににににににににににににににににに必必必必必必必必必必必必必必必必必必必必必要要要要要要要要要要要要要要要要要要要要要ななななななななななななななななななななな情情情情情情情情情情情情情情情情情情情情情報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報ががががががががががががががががががががが盛盛盛盛盛盛盛盛盛盛盛盛盛盛盛盛盛盛盛盛盛りりりりりりりりりりりりりりりりりりりりりだだだだだだだだだだだだだだだだだだだだだくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくさささささささささささささささささささささんんんんんんんんんんんんんんんんんんんんん!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!開業に必要な情報が盛りだくさん!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!

新規開業予定者のための講習会
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日　時　5月26日（土）　午後２時～４時
場　所　京都府保険医協会　会議室
　　　　 （中京区烏丸通蛸薬師上ル七観音町637
　　　　　カーニープレイス四条烏丸６階　075-212-8877）

※地下鉄四条駅、 阪急烏丸駅22番出口より北へ徒歩約３分。 
　地下鉄烏丸御池駅６番出口より南へ徒歩約３分

主　催　京都府保険医協会
協　賛　㈱損害保険ジャパン
※参加は無料、 事前申込は不要です。 
※日医生涯教育講座対象の研究会です。 
※医療法に定められた医療安全管理対策のための職員研修の
　うち、 無床診療所に認められている外部研修になります。 
　（受講証をお渡しします） 

最近の医療訴訟の動向と
診療ガイドラインの法的意義

―手術後に作成・公表されたガイドラインをもとに注意義務違反があり
　と判断された事例（大阪地方裁判所平成21年11月25日判決）を参考に―

第644回社会保険研究会

講　師　京都民医連中央病院　外科
　　　　富永愛法律事務所　弁護士　　　　　　　 富永 　愛氏

〈富永先生からのメッセージ〉
　日常診療の各分野で診療ガイドラインは不可欠な存在になりつつあります。 本来の目的は標準治療とされる客
観的情報を提供することにあると言われていますが、 本来の目的を離れて訴訟に利用され、 医療が萎縮する恐れ
も危惧されています。 この危惧は真実なのか、 わが国での医療訴訟の大きな流れとガイドラインの関係を概説
し、 増え続ける医事紛争の現場でガイドラインが重要な役割を担っていることを、 最近の訴訟の例をもとに、 問
題提起できればと思います。 

御池通

四条通

六角通

三条通

蛸薬師通

烏
丸
通

烏
丸
通

烏
丸
通

新規開業医向け「保険講習会Ｂ」のご案内

日　時　5月16日（水）　午後２時～４時
場　所　京都府保険医協会　ルームＡ（上地図参照）
内　容　①医療法立入検査対策　 ②新規個別指導対策
　＊資料準備の都合上、前日までにお電話にてお申し込み下さい （保険部会緯075-212-8877）。
　＊保険講習会A（次回は６月開催予定）は保険診療基礎知識、 レセプト審査がテーマです。

　主に、新規開業前後の医師、 従業員の方を対象にした講習会です。 内容は、新規個別医指導と医療
法立入検査への対策についてです。 新規開業の先生でなくても、日常診療整備の目的でご参加下さい。
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「医事担当者勉強会」 のご案内

日　時　5月16日（水）　午後７時～ （１時間程度）
場　所　京都府保険医協会　ルームＡ（P.34参照）
内　容　①参加者からの話題提供
　　　　②保険医協会事務局からのワンポイントレクチャー

対　象　医療機関で医事業務に従事する方
参加費　資料のコピー代のみ
申　込　不要（自由にご参加下さい）
　※原則奇数月の第３水曜日に定例で開催しています。
　※警報発令などによる急な中止の連絡は、京都府保険医協会のホームページにて案内いたします。

　従来の講習会形式の勉強会ではなく、参加者が問題や課題を持ち寄り、解決策を探っていくこと
を目的としています。医療機関（職場）の枠を超えて、日常業務における悩みを相談したり、成果
を披露したりする場としてもご活用下さい。
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